
放射性廃棄物処理場
設計及び工事の方法の認可申請（その３）

補正申請概要

令和２年７月８日
日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所

資料 処理場－１７２－１

【第１編 外部事象影響】
【第２編 通信連絡設備の設置】
【第３編 液体廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置】
【第４編 溢水防止対策】
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本申請の概要等（１／２）

放射性廃棄物処理場における設工認申請は、「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」
（令和2年4月1日施行。以下「技術基準規則」という。）への適合性の要否整理、一部使用承認対応、工事の要
否・期間、分割申請したそれぞれの設工認の関連性等の観点で改めて整理し、全体を８分割申請とする方針で
ある。
本申請は、上記分割のうち、保管廃棄施設・L及び排水貯留ポンドの一部使用承認対応（（旧その３）※、（旧そ
の６） ※ 、技術基準規則への適合性の要否整理による新たな設工認対象から、保管廃棄施設・L及び排水貯留
ポンドに係る案件を統合）に係るものである。
※（旧その３）は平成30年6月１日に申請、（旧その６）は令和元年6月19日に補正申請したものである。

【概要】

放射性廃棄物処理場全体の新規制基準適合性確認終了は、令和4年3月となる見込みであり、次に示すとお
りJRR-3及びSTACY運転再開時期、NSRR運転継続時期より遅れることになる。
・JRR-3 ：令和3年2月に運転再開予定
・NSRR ：原子炉施設保安規定に基づき、令和3年4月以降の運転継続にあたっては、

原則として放射性廃棄物処理場全体の新規制基準適合性確認終了が必要
・STACY ：令和4年2月に運転再開予定

JRR-3、NSRR及びSTACYの運転にあたり、14施設から構成される放射性廃棄物処理場のうち、2施設（保管
廃棄施設・L、排水貯留ポンド）について、令和2年4月1日に施行された「試験研究の用に供する原子炉等の設
置、運転等に関する規則」において定められた一部使用承認を適用することに関して、JRR-3の運転再開時期
までに認めて頂きたいと考えている。なお、認めて頂くことにより、JRR-3、NSRR及びSTACYの運転により発生
する放射性廃棄物の処理・保管廃棄を適切に行い、安全性向上に寄与できる。

【一部使用承認の必要性】
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本申請の概要等（２／２）

放射性固体廃棄物は、JRR-3、NSRR及びSTACYの運転により約120本／年（200リットルドラム缶換算。A-1区
分（３ページ参照））の発生量となる。受入れ施設となる保管廃棄施設・Lは、保管廃棄容量54,700本に対して、令
和2年3月末時点における保管廃棄量は50,180本となっており、4,520本の保管余裕量がある。JRR-3、NSRR及び
STACYの運転により発生する放射性固体廃棄物は、放射性廃棄物処理場全体の新規制基準適合性確認終了
まで保管廃棄施設・Lに保管廃棄し、各種処理や、他の保管廃棄施設における保管廃棄は行わないが、令和4年
3月に新規制基準適合性確認終了予定であることから、保管余裕量に対して、十分に保管廃棄できる発生量で
ある。
なお、原子炉運転に伴うもの以外を含めた原子力科学研究所全体における放射性固体廃棄物の平成28年度
末～令和元年度末の保管廃棄量の推移は、次のとおりであり、JRR-3、NSRR及びSTACYの運転により発生する
放射性固体廃棄物（約120本／年）による保管余裕量に対する影響はない。

放射性液体廃棄物は、JRR-3の運転によりトリチウム水約80m3／年（A未満区分（３ページ参照））が発生し、全
て排水貯留ポンドにおいて処理を行うことになる。JRR-3の運転に伴うもの以外で排水貯留ポンドにおいて処理
する放射性液体廃棄物は、原子力科学研究所全体では、他に約100m3／年（A未満区分）の発生量が見込まれ、
合計約180m3／年となるが、これまでの実績から十分に余裕を持って処理可能である。なお、排水貯留ポンドで
処理する放射性液体廃棄物は、JRR-3等の発生施設からタンクローリーにより排水貯留ポンドに運搬する。

【原子炉運転廃棄物の取扱い】

時期

放射性廃棄物処理場全体の
保管廃棄容量

保管廃棄量 保管余裕量

200リットルドラム缶換算本数

平成28年度末

139,350

128,811 10,539

平成29年度末 128,575 10,775

平成30年度末 128,688 10,662

令和元年度末 130,223 9,127
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排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Lの目的及び構造

● 目的

排水貯留ポンドは、各施設から発生する放射性液体廃棄物の希釈処理を行う施設であ

る。排水貯留ポンドには、貯留槽と希釈槽があり、希釈槽には希釈のための工業用水を

貯留している。放射性液体廃棄物は、タンクローリーで運搬され、予め希釈水を貯留した

貯留槽に受け入れることで、排水濃度限度を超えることがないよう管理している。

● 対象廃棄物（希釈対象廃液）

液体廃棄物A未満（3.7×10-1 Bq/cm3未満）

（3H：3.7×103 Bq/cm3未満）

液体廃棄物Ａ（3.7×10-1 Bq/cm3以上3.7×101 Bq/cm3未満）

（3H：3.7×103 Bq/cm3以上3.7×105 Bq/cm3未満）

● 設備の構造

• 上部開放の鉄筋コンクリート製

• 半地下ピットで防水構造

● 目的

保管廃棄施設・Lは、各施設から発生する放射性固体廃棄物のうち、

レベルの低いものを保管廃棄している。

● 保管対象廃棄物

固体廃棄物A-1 （表面の線量当量率が0.5mSv/h 未満）

● 施設の構造

• 鉄筋コンクリート製、地下ピット構造

• 上部に可搬式の鋼製蓋を設置

• 必要に応じてコンクリート製の遮蔽蓋を設置

● 基数

53基（53ピット）

● 保管能力

保管本数： 約54,700本 （200リットルドラム缶換算）

タンクローリー発生施設

液体

固体

運搬車

【排水貯留ポンド】

【保管廃棄施設・L】
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外部事象影響
【放射性廃棄物処理場 設工認（その３）第１編】
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申請概要

本申請は、放射性廃棄物処理場の施設のうち、排水貯留ポンド及び保管廃棄施
設・Ｌへの影響が想定される「外部事象影響」に係る設計及び工事の方法について
申請するものである。

【保管廃棄施設・Ｌ】

【排水貯留ポンド】



構成及び申請範囲
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○建 家
（省略）

放射性廃棄物の廃棄施設は、次の各設備から構成される。
(1) 気体廃棄物の廃棄施設
(2) 液体廃棄物の廃棄設備
(3) 固体廃棄物の廃棄設備

上記のうち、(2) 液体廃棄物の廃棄設備及び(3) 固体廃棄物の廃棄設備は、次の各設備及びこ
れらを収納する建家で構成する。

○設 備
〔液体廃棄物の廃棄設備〕
ａ 廃液貯槽
（省略）

(c) 排水貯留ポンド
（省略）

○設 備
〔固体廃棄物の廃棄設備〕
（省略）
ｂ 保管廃棄施設

1) 保管廃棄施設・Ⅰ
1)-1 保管廃棄施設・Ｌ

（省略）

今回申請する範囲は、(2)の液体廃棄物の廃棄設備のa廃液貯槽のうち(c)排水貯留ポン
ドに関するもの及び(3)の固体廃棄物の廃棄設備のb保管廃棄施設のうち1)-1保管廃棄施
設・Ｌに関するものである。



設計（１／ ２ ）

○設計条件
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、想定される外部火災及び竜巻に耐え得るよう設計
する。なお、排水貯留ポンドは、上部開放型の貯槽であり、常時液体廃棄物（濃度限度以下）を
貯留しているため、外部火災の影響を受けることはない。以下に、外部火災及び竜巻の設計条
件を示す。
(1)外部火災
• 原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地外の森林火災が迫った場合でも、排水貯留
ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研敷地外の近隣の産業施設等（半径10km以内）において火災・爆発が発生した場合で
も、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研の敷地内に設置しているLNGタンクが爆発した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃
棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃
棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Lに隣接する森林については、森林が拡大しないよう樹
木を管理することを原子力科学研究所原子炉施設保安規定及び下部規定に定めることとす
る。（65ページ参照）
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本申請では、放射性廃棄物の廃棄施設のうち、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌへの影響が
想定される外部火災（森林火災、近隣の産業施設等の火災・爆発及び航空機落下による火災）及
び竜巻について、その設計条件を示す。なお、前述以外の自然現象（洪水・降水、風（台風）、凍結、
積雪、落雷、地滑り、火山の影響及び生物学的事象）及び人為によるもの（飛来物（航空機落下等）、
ダムの崩壊、有毒ガス、船舶の衝突及び電磁的障害）については、排水貯留ポンド及び保管廃棄
施設・Ｌの安全機能を損なうおそれはない。

【波線：次回補正申請予定】



設計（２／ ２ ）

○設計条件

(2)竜巻

• 敷地及びその周辺（施設から半径20kmの範囲）における過去の記録を踏まえた影響が最も

大きい竜巻（藤田スケールF1、最大風速49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮しても、排

水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 当該竜巻で排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認し

た飛来物については、必要に応じて、飛来防止対策等を講ずることを原子力科学研究所原

子炉施設保安規定及び下部規定に定めることとする。（78ページ参照）
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【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】



工事の方法
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本申請は、既存の施設等に対して工事を行うものではない。
なお、評価の結果については、添付書類（３－１）及び（３－２）にて説明するものとする。
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通信連絡設備の設置
【放射性廃棄物処理場 設工認（その３）第２編】



本申請に係る通信連絡設備についての概要

11

解体分別保管棟付属建家
会議室

【事象発生施設】 ：施設内用トランシーバー（出力10mW）
通信距離：約100m～300m※

※目安であり、環境条件により異なる

：長距離用トランシーバー（出力5W）
通信距離：約1km～4km※

※目安であり、環境条件により異なる

：固定電話

保管廃棄施設・L

排水貯留ポンド

排水管理棟

約190m

約250m

：携帯電話

○施設内（排水管理棟を含む）
通信を遮る施設等がなく、距離も性能の範囲
内であるため、施設内用トランシーバー２台
（１対１）で十分対応可能。

【事故現場指揮所】

○事象発生施設－事故現場指揮所
事象発生時は、排水管理棟に配置している固定
電話１台及び長距離用トランシーバー１台、職員
が所持している携帯電話１台により十分対応可
能。

【現地対策本部】

安全管理棟

○事故現場指揮所－現地対策本部
基本的に、事故現場指揮所と現地対策本部
との通信連絡は固定電話２台で対応可能で
ある。必要に応じて、携帯電話１台を使用。

※今回申請している通信連絡設備については、設工認（新その６）で申請する予定の保管廃棄施設・L及び
排水貯留ポンド以外の施設においても共用で使用するものである。
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申請概要

本申請は、放射性廃棄物処理場の施設のうち、排水貯留ポンド及び保管廃棄施
設・Ｌにおける「通信連絡設備の設置」に係る設計及び工事の方法について申請す
るものである。

【保管廃棄施設・Ｌ】

【排水貯留ポンド】



構成及び申請範囲
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○建 家
（省略）

放射性廃棄物の廃棄施設は、次の各設備から構成される。
(1) 気体廃棄物の廃棄施設
(2) 液体廃棄物の廃棄設備
(3) 固体廃棄物の廃棄設備

上記のうち、(2) 液体廃棄物の廃棄設備及び(3) 固体廃棄物の廃棄設備は、次の各設備及びこ
れらを収納する建家で構成する。

○設 備
〔液体廃棄物の廃棄設備〕
ａ 廃液貯槽
（省略）

(c) 排水貯留ポンド
（省略）

○設 備
〔固体廃棄物の廃棄設備〕
（省略）
ｂ 保管廃棄施設

1) 保管廃棄施設・Ⅰ
1)-1 保管廃棄施設・Ｌ

（省略）

今回申請する範囲は、(2)の液体廃棄物の廃棄設備のa廃液貯槽のうち(c)排水貯留ポン
ドに関するもの及び(3)の固体廃棄物の廃棄設備のb保管廃棄施設のうち1)-1保管廃棄施
設・Ｌに関するものである。



設計（１／ ６ ）

○設計条件
(1) 異常が発生した場合において、放射性廃棄物処理場の事故現場指揮所と原子力科学研究

所安全管理棟の現地対策本部との間で相互に連絡ができるよう、多様性を確保した施設間
通信連絡設備を設ける。現地対策本部の通信連絡設備（固定電話及び携帯電話）は、平成
29年7月4日付け29原機（科研）003「原子力科学研究所の原子炉施設（NSRR原子炉施設）に
関する設計及び工事の方法の認可申請書」で申請した通信連絡設備を共用する設備である
ことから、本申請の範囲外とする。

(2) 異常が発生した場合において、放射性廃棄物処理場の関係箇所に対して、必要な指示がで
きるよう、電話等の通信連絡設備を設けること。

14



設計（２／ ６ ）

○設計仕様
(1) 事故現場指揮所と現地対策本部の通信連絡で使用する通信連絡設備

事故現場指揮所の解体分別保管棟付属建家会議室においては、現地対策本部との通信
連絡で固定電話及び携帯電話を使用する。安全管理棟の現地対策本部においては、事故現
場指揮所との通信連絡で固定電話及び携帯電話を使用する。

本申請に係る通信連絡設備の種類及び台数は、下表のとおりとする。本設備は全て既設
の設備である。なお、通信連絡設備については、原子炉施設保安規定及び下部規定におい
て定める手順に従い、同等以上の性能を有するものと交換できるものとする。

【通信連絡設備の種類】
・固定電話
・携帯電話

15

設置場所
（事故現場指揮所） 事象発生施設 固定電話 携帯電話

解体分別保管棟付属建家
会議室

保管廃棄施設・Ｌ
排水貯留ポンド 2台 1台

【下線：初回申請からの変更】



設計（３／ ６ ）

○設計仕様
(2) 各施設内及び各施設と事故現場指揮所の通信連絡で使用する通信連絡設備

保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンドにおいては、施設内の通信連絡で施設内用トラン
シーバー、事故現場指揮所との通信連絡で固定電話、携帯電話及び長距離用トランシー
バーを使用する。
通信連絡設備の配置図を図－2.1に示す。本申請に係る通信連絡設備の設計仕様は、以

下のとおりとする。本設備は全て既設の設備である。なお、通信連絡設備については、原子
炉施設保安規定及び下部規定において定める手順に従い、同等以上の性能を有するものと
交換できるものとする。

【通信連絡設備の種類】
・固定電話
・携帯電話
・施設内用トランシーバー（出力10mW）
・長距離用トランシーバー（出力5W）

【台数】
事故現場指揮所で使用する通信連絡設備の種類及び台数を表１、事象発生施設で使用

する通信連絡設備の種類及び台数を表２に示す。

【設置場所】
保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンドにおける通信連絡設備の配置図を図－2.2に示す。

16【下線：初回申請からの変更】



設計（４／ ６ ）
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設置場所
（事故現場指揮所）

事象発生施設 固定電話
長距離用

トランシーバー

解体分別保管棟付属建家
会議室

保管廃棄施設・Ｌ
排水貯留ポンド

１台＊１ １台

*1 現地対策本部との通信連絡で使用する固定電話と共用

表１ 事故現場指揮所で使用する通信連絡設備

事象発生施設 固定電話 携帯電話
施設内用

トランシーバー

長距離用

トランシーバー

保管廃棄施設・Ｌ
排水貯留ポンド

1台＊１ 1台 ２台＊１ 1台＊１

表２ 事象発生施設で使用する通信連絡設備

*1 排水管理棟に設置
*2 事象発生施設で使用する長距離用トランシーバー（1台）については、第３廃棄物処理棟に配置

【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】



設計（５／ ６ ）
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図－2.1 保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンドの通信連絡設備の配置図

保管廃棄施設・Ｌ

フェンス

N

解体分別保管棟付属建家

事象発生施設：
保管廃棄施設・Ｌ（屋外）
排水貯留ポンド（屋外）

◆事故現場指揮所

事故現場指揮所

事故現場指揮所－保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンド
固定電話、携帯電話又は長距離用トランシーバーによる
通信連絡

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌにおける固定電話設置場所

排水管理棟

屋外施設と事故現場指揮所の通信連絡

排水貯留ポンド

第３廃棄物処理棟

◆長距離用トランシーバー設置場所

安全管理棟

◆現地対策本部

約190m

約250m

【波線：次回補正申請予定】



設計（６／ ６ ）
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図－2.2 解体分別保管棟付属建家会議室（事故現場指揮所）
及び排水管理棟並びに第３廃棄物処理棟の通信連絡設備の配置図

長距離用トランシーバー：１台
施設内用トランシーバー：２台
長距離用トランシーバー：１台

固定電話

長距離用トランシーバー：１台

会
議
室

居
室

居
室

居
室

居
室

屋
上

電
気
室

フ
ィ
ル
タ
室 機
器
室

A
（
吹
抜
）

※事象発生施設で使用する長距離用トランシーバー
（１台）については、第３廃棄物処理棟に配置し、
事象発生時に排水管理棟に持参し対応する。

【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】



使用前事業者検査の項目及び方法

試験・検査は、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事業者検査
要領書」に定める。

(1) 構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
該当なし

(2) 機能及び性能の確認に係る検査
イ．性能検査
方 法：事故現場指揮所の固定電話及び携帯電話にて、現地対策本部と通話できることを確

認する。
判 定：事故現場指揮所と現地対策本部で通話できること。
ロ．員数検査
方 法：通信連絡設備の数量及び配置を目視により確認する。
判 定：所定の数量を満たしていること。また、図－2.2に示す所定の位置に配置されていること。

(3) 本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査
該当なし

20

【事故現場指揮所と現地対策本部の通信連絡で使用する通信連絡設備】

【波線：次回補正申請予定】



使用前事業者検査の項目及び方法
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(1) 構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
該当なし

(2) 機能及び性能の確認に係る検査
イ．性能検査
方 法：a．固定電話及び携帯電話にて、通話できることを確認する。

b．施設内用トランシーバーにて、通話できることを確認する。
c．長距離用トランシーバーにて、通話できることを確認する。

判 定：a．各施設の固定電話及び携帯電話にて事故現場指揮所の固定電話及び携帯電話
を用いてと通話できること。

b．2台の施設内用トランシーバーを用いて通話できること。
c．各施設及び事故現場指揮所の長距離用トランシーバーを用いて通話できること。

ロ．員数検査
方 法：通信連絡設備の数量及び配置を目視により確認する。
判 定：通信連絡設備が所定の数量を満たしていること。また、図－2.2に示す所定の位置に

配置されていること。

(3) 本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査
該当なし

【各施設内及び各施設と事故現場指揮所の通信連絡で使用する通信連絡設備】

【波線：次回補正申請予定】
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液体廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置
【放射性廃棄物処理場 設工認（その３）第３編】



本申請に係る漏えい警報装置についての概要（１／２）
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設備・貯槽名 検知方式 検知器 台数 警報設定値 警報の発報場所（表示）

排水貯留ポンド
液位変動に
よる検知

液位計
2台

（既設）
液位低下幅：5 cm以下
高水位：200 cm以下

操作盤（貯槽名及び警
報の種類）、中央警備室
（施設名）

機器等 仕様

液位計
液位変動による検知（液位低
下、高水位）

ケーブル１（液位計と操作盤を接
続）（交換可能品）

JIS C 3401

操作盤
ブザー吹鳴及び異常表示に
よる警報発報

ケーブル２（操作盤と弱電端子盤
を接続）（交換可能品）

光ファイバケーブル JIS C 
3521

弱電端子盤 警報発報に係る中継経路

ケーブル３（弱電端子盤と放射性
廃棄物処理場漏えい警報監視盤
を接続）（交換可能品）

JCS9072

放射性廃棄物処理場漏えい警報
監視盤

ブザー吹鳴及び異常表示に
よる警報発報

【警報発報に係る仕様】【液位計の台数及び警報設定値】

保安規定で規定している貯留量660m3

（水位200㎝）を考慮し、200㎝以下に設定
天候の影響を受けるため、通常の変動
幅3㎝を考慮し、5㎝以下に設定

【設定値根拠】 【設定値根拠】

【排水貯留ポンドにおける液位計警報設定に係る運用について】

液位計の警報設定に係る運用については、原子炉施設保安規定及び下部規定において、「適切に管理した状
態で、排水作業等を行う際は、液位の変動が見込まれるため、液位低下幅の警報を解除する。また、排水作業
等を行わない平常時、夜間休日等、液位が安定しなければならないときは、液位低下幅の警報を設定するよう
運用する」ことを規定する。

発生
施設

液位計

廃液に応じて、予め最大
660m3の工業用水を貯留

しておく。

200㎝

高水位警報は常時
設定

【高水位】

タンクローリー
液位計

※排水を行わない平常時、夜
間休日等は、液位低下幅警
報を設定主に排水する際に、

液位低下幅警報解除

一般排水溝
（第２）

【液位低下幅】

排水貯留ポンド 排水貯留ポンド



本申請に係る漏えい警報装置についての概要（２／２）
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既設
（工事不要）

新設
（工事）

既設
（工事不要）

新設
（工事）

ケーブル２ ケーブル３※排水貯留ポンド

※ケーブル３は既設ケーブル（電話線として使用しているもの）である。減容処理棟管理棟の弱電端子盤に、今回新設する
ケーブル２を配線することで、高水位又は液位低下による警報がケーブル３に付加され、中央警備室に発報するもので
あり、新たに工事を必要とするものではない。

排水貯留ポンドの漏えい警報装置の系統図

操作盤
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申請概要

本申請は、放射性廃棄物処理場の施設のうち、排水貯留ポンドにおける「液体廃
棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置」に係る設計及び工事の方法について申請
するものである。

【排水貯留ポンド】



構成及び申請範囲
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○建 家
（省略）

放射性廃棄物の廃棄施設は、次の各設備から構成される。
(1) 気体廃棄物の廃棄施設
(2) 液体廃棄物の廃棄設備
(3) 固体廃棄物の廃棄設備

上記のうち、(2) 液体廃棄物の廃棄設備及び(3) 固体廃棄物の廃棄設備は、次の各設備及びこ
れらを収納する建家で構成する。

○設 備
〔液体廃棄物の廃棄設備〕
ａ 廃液貯槽
（省略）

(c) 排水貯留ポンド
（省略）

○設 備
〔固体廃棄物の廃棄設備〕
（省略）

今回申請する範囲は、(2)の液体廃棄物の廃棄設備のａ廃液貯槽のうち(c)排水貯留ポン
ドの漏えい検知及び警報に関するものである。



設計（１／ ５ ）

○設計条件
(1) 排水貯留ポンドからの漏えいを検知できる設計とすること。
(2) 排水貯留ポンドに漏えいが生じた場合、操作盤及び中央警備室に警報を発報させることが

できる設計とすること。

○設計仕様
本申請に係る排水貯留ポンドの漏えい警報装置の設計仕様は、以下のとおりとする。
なお、原子炉施設保安規定及び下部規定において、適切に管理した状態で、排水作業等を

行う際は、液位の変動が見込まれるため、液位低下幅の警報を解除する。また、排水作業等を
行わない平常時、夜間休日等、液位が安定しなければならないときは、液位低下幅の警報を設
定するよう運用することを規定する。（23ページ参照） また、ケーブル（29ページのa-3に示す規
格品）については、原子炉施設保安規定及び下部規定において定める手順に従い、同等以上
の性能を有するものと交換できるものとする。

27
【波線：次回補正申請予定】



設計（２／ ５ ）
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設備・貯槽名 検知方式 検知器 台数 警報設定値 警報の発報場所（表示）

排水貯留ポンド
液位変動による
検知

液位計
2台

（既設）
液位低下幅：5cm以下
高水位：200cm以下

操作盤（貯槽名及び警報の
種類）、中央警備室（施設名）

a-1 排水貯留ポンド

a-2 排水貯留ポンド 液位計の仕様

GL

200㎝ 水位が上昇し、底部から200㎝の高さ
で警報発報

高水位

GL

液位低下幅

設定した水位から5㎝下がったら警報発報

現在の水位を設定

設備・貯槽名 各計器 液位検出範囲 ループ精度 校正方法

・貯留槽
・希釈槽

検出器（超音波式）

0～300cm ±2cm

ターゲット板による距離入力

ディストリビュータ 模擬信号入力

液位表示器 模擬信号入力

プログラマブルコントローラ 模擬信号入力

【下線：令和元年6月19日補正申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】



設計（３／ ５ ）
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a-3 警報発報に係る仕様

機器等 仕様

液位計 液位変動による検知（液位低下、高水位）

ケーブル１（液位計と操作盤を接続）
（交換可能品）

JIS C 3401

操作盤 ブザー吹鳴及び異常表示による警報発報

ケーブル２（操作盤と弱電端子盤を接続）
（交換可能品）

光ファイバケーブル JIS C 3521

弱電端子盤 警報発報に係る中継経路

ケーブル３（弱電端子盤と放射性廃棄物処理場
漏えい警報監視盤を接続）（交換可能品）

JCS9072

放射性廃棄物処理場漏えい警報監視盤 ブザー吹鳴及び異常表示による警報発報

排水貯留ポンドの漏えい警報装置の系統図を図－3.1に、検知器（液位計）の配置
図を図－3.2に示す。

【下線：令和元年6月19日補正申請からの変更】



設計（４／ ５ ）
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図－3.1 排水貯留ポンドの漏えい警報装置の系統図

・ ケーブル３は既設ケーブル（電話線として使用しているもの）である。減容処理棟管理棟の弱電端子盤に、今回新設するケーブル２を配線する
ことで、高水位又は液位低下による警報がケーブル３に付加され、中央警備室に発報するものであり、新たに工事を必要とするものではない。

※ケーブル１、ケーブル２、ケーブル３は、前頁a-3に示す。

【波線：次回補正申請予定】

操作盤



設計（５／ ５ ）
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図－3.2 排水貯留ポンドの液位計の配置図

【下線：令和元年6月19日補正申請からの変更】
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単位：ｍ

排水貯留ポンド平面図

貯留槽

貯留槽 希釈槽

排水貯留ポンド A-A断面図

希釈槽

液位計 （検出器） 設置位置



工事フロー
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図－3.3 漏えい警報装置の設置工事フロー図

注：当該漏えい警報装置に係る使用前事業者検査終了後に漏えい警報装置を利用する。

【雲枠：次回補正申請予定】



使用前事業者検査の項目及び方法

試験・検査は、次の項目について実施する。なお、検査の詳細については、「使用前事業者検
査要領書」に定める。

(1)構造、強度及び漏えいの確認に係る検査
イ．外観検査
方 法 ： 液位計（検出器）の外表面を目視により確認する。また、液位計（検出器）の配置及び

据付状態（図－3.2参照）を確認する。
判 定 ： 外表面に有害な傷のないこと。また、配置及び据付状態が適正であり、他の機器配管

類との干渉がないこと。

(2)機能及び性能の確認に係る検査
イ．作動検査
方 法 ： 液位計の校正を行う。
判 定 ： 液位計の精度が設計仕様に示す所定の範囲内（a-2参照）であること。
ロ．警報検査
方 法 ： 作動検査が終了していることを確認する。確認後、次の操作を行う。

液位計に設計仕様に示す所定の設定値（a-1参照）に相当する模擬信号を入力する。
判 定 ： 操作盤及び中央警備室に警報が発報すること。

33
【波線：次回補正申請予定】



使用前事業者検査の項目及び方法

(3)本申請に係る工事が本申請書に従って行われたものであることの確認に係る検査
イ．設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査（適合性確認検査）
方法：設計の変更が生じた構築物等について、本申請書の「設計及び工事の方法」に従って行わ

れ、下記の技術基準への適合性が確認されていることを、記録等により確認する。
・警報装置（第４１条）

判定：本申請書の「設計及び工事の方法」に従って行われ、下記の技術基準に適合していること。
・警報装置（第４１条）

ロ．品質マネジメントシステムに関する検査（品質マネジメントシステム検査）
方法：本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「原子力科学研究

所原子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質マネジメント計画書」（QS-P10）に従って工
事及び検査に係る保安活動が行われていることを確認する。

判定：本申請書の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に記載した「原子力科学研究
所原子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質マネジメント計画書」（QS-P10）に従って工
事及び検査に係る保安活動が行われていること。

34
【波線：次回補正申請予定】
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溢水防止対策
【放射性廃棄物処理場 設工認（その３）第４編】
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申請概要

本申請は、放射性廃棄物処理場の施設のうち、排水貯留ポンドにおける「溢水防
止対策」に係る設計及び工事の方法について申請するものである。

【排水貯留ポンド】



構成及び申請範囲
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○建 家
（省略）

放射性廃棄物の廃棄施設は、次の各設備から構成される。
(1) 気体廃棄物の廃棄施設
(2) 液体廃棄物の廃棄設備
(3) 固体廃棄物の廃棄設備

上記のうち、(2) 液体廃棄物の廃棄設備及び(3) 固体廃棄物の廃棄設備は、次の各設備及びこ
れらを収納する建家で構成する。

○設 備
〔液体廃棄物の廃棄設備〕
ａ 廃液貯槽
（省略）

(c) 排水貯留ポンド
（省略）

○設 備
〔固体廃棄物の廃棄設備〕
（省略）

今回申請する範囲は、(2)の液体廃棄物の廃棄設備のa廃液貯槽のうち(c)排水貯留ポン
ドに係る溢水防止対策の評価に関するものである。



設計（１／ ３ ）

○設計条件
排水貯留ポンドから放射性物質を含む液体の管理区域外への漏えいを防止するため、スロッ
シングによる溢水が生じないよう設計する。

○設計仕様

38

設備 構造及び寸法 設置場所

排水貯留ポンド
上部開放の鉄筋
コンクリート製半
地下ピット

貯留槽
容積：約1,000m3

寸法：幅約20m×奥行約17m
×高さ約3.5m 第１保管廃棄施設

保管廃棄施設・Ⅰ

希釈槽
容積：約500m3

寸法：幅約10m×奥行約17m
×高さ約3.5m



設計（２／ ３ ）

○評価対象
想定する溢水は以下のとおりとする。
地震に伴い発生する排水貯留ポンドの貯留水のスロッシングによる溢水

○評価結果
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想定する溢水事象 評価

地震に伴い発生する排水
貯留ポンドの貯留水のス
ロッシングによる溢水

スロッシングによる波が貯留槽の縁及び希釈槽の縁を超えない
ため、放射性物質を含む液体が管理区域外へ漏えいすることは
ない。



設計（３／ ３ ）
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排水貯留ポンド概略図

貯留槽 希釈槽
邪魔板

約30m

約
1
7
m

平面図

約
2
.0

m

約
3
.5

m

断面図

液位上限
（660m3相当）

GL



工事の方法
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本申請は、既存の施設等に対して工事を行うものではない。
なお、評価の詳細については、添付書類（６－１）にて説明するものとする。
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書

５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針
ｃ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(d) 液体廃棄物の廃棄施設は、想定される自然現象（降水・洪水、

風（台風）、竜巻、凍結、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生
物学的事象及び森林火災）が発生した場合においても安全機
能を損なわないように設計する。また、工場等内又はその周
辺において想定される原子炉施設の安全性を損なわせる原
因となるおそれがある事象であって人為によるもの（飛来物
（航空機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒
ガス、船舶の衝突及び電磁的障害。ただし、故意によるものを
除く。）に対して安全機能を損なわないように設計する。

（３）固体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針
ｅ 自然現象（地震・津波等）に対する考慮
(d) 固体廃棄物の廃棄施設は、想定される自然現象（降水・洪水、

風（台風）、竜巻、凍結、積雪、落雷、地滑り、火山の影響、生
物学的事象及び森林火災）が発生した場合においても安全機
能を損なわないように設計する。また、工場等内又はその周辺
において想定される原子炉施設の安全性を損なわせる原因と
なるおそれがある事象であって人為によるもの（飛来物（航空
機落下）、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火災、有毒ガス、
船舶の衝突及び電磁的障害。ただし、故意によるものを除く。）
に対して安全機能を損なわないように設計する。

第１編 外部事象影響
3. 設 計
3.1 設計条件
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、想定される外部火災

及び竜巻に耐え得るよう設計する。なお、排水貯留ポンドは、上部
開放型の貯槽であり、常時液体廃棄物（濃度限度以下）を貯留し
ているため、外部火災の影響を受けることはない。以下に、外部
火災及び竜巻の設計条件を示す。
(1) 外部火災
・原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地外の森林火災
が迫った場合でも、保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない
設計とする。
・原科研敷地外の近隣の産業施設等（半径10km以内）において
火災・爆発が発生した場合でも、保管廃棄施設・Ｌの安全機能
を損なわない設計とする。
・原科研の敷地内に設置しているLNGタンクが爆発した場合でも、
保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。
・原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、
保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

(2) 竜巻
・敷地及びその周辺（施設から半径20kmの範囲）における過去
の記録を踏まえた影響が最も大きい竜巻（藤田スケールF1、最
大風速49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮しても、排水貯
留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計と
する。
・当該竜巻で保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすこ
とを確認した飛来物については、必要に応じて、飛来防止対策
等を講ずることを原子力科学研究所原子炉施設保安規定等に
定めることとする。
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書

５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針
ｈ その他
(b) 液体廃棄物の廃棄施設には、異常が発生した場合において

必要な指示ができるように、電話、放送設備、ページング設
備等を設けるとともに、原子力科学研究所内の現地対策本
部との間の相互に連絡するための設備を設ける。

（３）固体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針
ｊ その他
(b) 固体廃棄物の廃棄施設には、異常が発生した場合において

必要な指示ができるように、電話、放送設備、ページング設
備等を設けるとともに、原子力科学研究所内の現地対策本
部との間の相互に連絡するための設備を設ける。

第２編 通信連絡設備の設置
3. 設 計

3.1 設計条件
(1) 異常が発生した場合において、放射性廃棄物処理場の事故

現場指揮所と原子力科学研究所の安全管理棟の現地対策本
部との間で相互に連絡ができるよう、多様性を確保した施設
間通信連絡設備を設ける。現地対策本部の通信連絡設備
（固定電話及び携帯電話）は、平成29年7月4日付け29原機
（科研）003「原子力科学研究所の原子炉施設（NSRR原子炉
施設）に関する設計及び工事の方法の認可申請書」で申請し
た通信連絡設備を共用する設備であることから、本申請の範
囲外とする。

(2) 異常が発生した場合において、放射性廃棄物処理場の関係
箇所に対して、必要な指示ができるよう、電話等の通信連絡
設備を設けること。
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書

５．試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備
ト 放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備
（２）液体廃棄物の廃棄設備
(i) 構 造
ⅰ）基本設計方針
ｂ 液体状の放射性廃棄物の漏えい防止
(a) 液体廃棄物の廃棄施設は、適切な材料を使用するとともに、

液位を監視する設備を有し、漏えいの発生を防止できる設
計とする。

(b) 液体廃棄物の廃棄施設は、貯槽等から漏えいが生じたとき、
漏えいを早期に検出し、制御室等に警報する装置を有する。

第３編 液体廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置
3. 設 計

3.1 設計条件
(1) 排水貯留ポンドからの漏えいを検知できる設計とすること。
(2) 排水貯留ポンドに漏えいが生じた場合、制御室等及び中央

警備室に警報を発報させることができる設計とすること。
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原子炉設置変更許可申請書（本文） 設計及び工事の計画申請書

該当なし 第４編 溢水防止対策
3. 設 計

3.1 設計条件
排水貯留ポンドから放射性物質を含む液体の管理区域外へ

の漏えいを防止するため、スロッシングによる溢水が生じないよ
う設計する。
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書

〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-4 竜巻防護に関する基本方針
敷地及びその周辺において過去に発生した影響が最も大きい竜
巻（Ｆ１スケール竜巻）の記録を踏まえ、放射性廃棄物の廃棄施設
の構造健全性が維持され、安全機能を損なわないように風速
49m/sに耐えるよう設計する。

添付書類３－２ 外部事象影響（竜巻）に関する説明書
3-2-1 概要
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、想定される以下の竜巻
に耐え得るよう設計する。
・敷地及びその周辺（施設から半径20kmの範囲）における過去の
記録を踏まえた影響が最も大きい竜巻（藤田スケールF1、最大
風速49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮しても、排水貯留
ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。
ここでは、上記の設計条件を確認するため、排水貯留ポンド及び
保管廃棄施設・Ｌに対して、竜巻が発生した場合の影響評価を行っ
た。
評価に当たっては、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」[1]（以
下「竜巻ガイド」という。）に従い、竜巻及びその随伴事象に対する
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価を行った。竜巻に
対する影響評価としては、竜巻の特性値を評価し、飛来物の選定を
行った上で、竜巻による飛来物が衝突した際の保管廃棄施設・Ｌの
影響評価を行った。また、想定される竜巻随伴事象について、排水
貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響の有無の検討を行った。

3-2-2 結果
竜巻が発生した場合の影響評価の結果、以下に示すとおり、竜巻
による飛来物として空調室外機及び物置を選定した場合、保管廃
棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼさないこと、竜巻随伴事象が
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響を及ぼさないことを確
認したことから、想定される竜巻が発生した場合でも、排水貯留ポ
ンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない。
・竜巻ガイドに示された飛来物及び施設周辺の現地調査を踏まえ
て選定した飛来物について、浮上の有無を評価した結果、空調
室外機、物置及びチェッカープレートが浮上することを確認した。
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書

〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-4 竜巻防護に関する基本方針
敷地及びその周辺において過去に発生した影響が最も大きい竜
巻（Ｆ１スケール竜巻）の記録を踏まえ、放射性廃棄物の廃棄施設
の構造健全性が維持され、安全機能を損なわないように風速
49m/sに耐えるよう設計する。

・竜巻による飛来物として空調室外機及び物置を選定した場合、
飛来物が衝突した際の影響評価において、保管廃棄施設・Ｌに
貫通が生じないことから、保管廃棄施設・Ｌの構造健全性が維持
されることを確認した。
・竜巻随伴事象については、想定される火災、溢水及び外部電源
喪失について検討を行い、いずれも排水貯留ポンド及び保管廃
棄施設・Ｌの安全機能が維持されることを確認した。
なお、竜巻による飛来物としてチェッカープレートを選定した場合、
保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認したこ
とから、以下の飛来防止対策を講ずることとする。
・保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認した
チェッカープレートに対し、当該竜巻で飛来しても影響を及ぼさな
い軽量物（ゴムマット）に代替する又は浮上しない重量のチェッ
カープレートに代替する等の対策を講ずる。
・チェッカープレートを重量物に代替する対策を講ずる場合には、
竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定し、浮上条件を考慮し
た上で、浮上しない重量を設定する。

参考文献
[1] 原子力規制委員会，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」，
平成25年6月（平成26年9月に一部改訂）
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書

〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-6 外部火災防護に関する基本方針
外部火災で想定する森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発及
び航空機落下による火災に対して影響評価を実施し、放射性廃棄
物の廃棄施設の安全性を確保するための安全機能を損なわないよ
うに設計する。

添付書類３－１ 外部事象影響（外部火災）に関する説明書
3-1-1 概要
保管廃棄施設・Ｌは、想定される以下の外部火災に耐え得るよう
設計する。
・原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地外の森林火災
が迫った場合でも、保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設
計とする。
・原科研敷地外の近隣の産業施設等（半径10km以内）において火
災・爆発が発生した場合でも、保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損
なわない設計とする。
・原科研の敷地内に設置しているLNGタンクが爆発した場合でも、
保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。
・原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、
保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。
ここでは、上記の設計条件を確認するため、保管廃棄施設・Ｌに
対して、外部火災が発生した場合の影響を評価した。
評価にあたっては、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド

（原子力規制委員会，平成25年6月19日）」[1]（以下「評価ガイド」とい
う。）に従い、森林火災、近隣の産業施設等の火災・爆発及び航空
機落下による火災に対する保管廃棄施設・Ｌの影響について表3-
1-1-1に示すとおり評価を行った。
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原子炉設置変更許可申請書（添付書類八） 設計及び工事の計画申請書

〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-6 外部火災防護に関する基本方針
外部火災で想定する森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発及
び航空機落下による火災に対して影響評価を実施し、放射性廃棄
物の廃棄施設の安全性を確保するための安全機能を損なわないよ
うに設計する。

※1：敷地の範囲については後節図3-1-3-1に示す。
※2：原科研敷地外半径10km以内に存在する常陸那珂火力発電所、

核燃料サイクル工学研究所、東海第二発電所、日立オイル
ターミナル及び日立油槽所を対象に評価を行った。また、原科
研敷地内の代表的な施設である第2ボイラー液化天然ガス
（LNG）タンクを対象に評価を行った。
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〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-6 外部火災防護に関する基本方針
外部火災で想定する森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発及
び航空機落下による火災に対して影響評価を実施し、放射性廃棄
物の廃棄施設の安全性を確保するための安全機能を損なわないよ
うに設計する。

 

図 3-1-3-1 原科研敷地周辺の森林の概況及び想定発火点 

               出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成） 
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〔放射性廃棄物の廃棄施設〕
8-6 外部火災防護に関する基本方針
外部火災で想定する森林火災、近隣の産業施設の火災・爆発及
び航空機落下による火災に対して影響評価を実施し、放射性廃棄
物の廃棄施設の安全性を確保するための安全機能を損なわないよ
うに設計する。

3-1-2 結果
外部火災による影響評価の結果、以下に示すとおり、保管廃棄施
設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認したことから、保管廃
棄施設・Ｌで想定される外部火災が発生した場合でも、保管廃棄施
設・Ｌの安全機能を損なわない。
(1) 保管廃棄施設・Ｌに対する火災（森林火災及び重畳事象を想定

した火災）については、以下のことから、健全性に影響を及ぼさ
ないことを確認した。

・コンクリート外壁の表面温度が、コンクリートの強度に影響がな
いとされている温度（以下「コンクリートの許容温度」という。）で
ある200℃[3]を上回ることを確認したが、表層のみの温度上昇で
あり、内部火災に至るおそれはない。
・保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度が、鉄鋼材料の使用可能
温度（以下「鉄鋼の許容温度」という。）である350℃を下回ること
を確認した。

(2) 保管廃棄施設・Ｌに対する火災（近隣の産業施設等の火災及び
航空機落下による火災）については、コンクリート外壁の表面温
度が、コンクリートの許容温度を下回ること、保管廃棄施設・Ｌ
の鋼製蓋の表面温度が、鉄鋼の許容温度を下回ることから、
健全性に影響を及ぼさないことを確認した。

(3) 保管廃棄施設・Ｌに対する近隣の産業施設等の爆発については、
保管廃棄施設・Ｌと爆発源との離隔距離が危険限界距離を上
回ることから、健全性に影響を及ぼさないことを確認した。

参考文献
[1] 原子力規制委員会, 「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」, 平
成25年6月

[2]Mark A. Finney, “ FARSITE: Fire Area Simulator—Model Development
and Evaluation”, Rocky Mountain Research Station, RMRS-RP-4
Revised, March 1998, revised February 2004

[3]財団法人日本建築センター, 「建築火災のメカニズムと火災安全設計」,
平成19年12月
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8-7 廃棄施設の概要
(3) 固体廃棄物の廃棄施設
ｂ 保管廃棄施設
(a) 保管廃棄施設
ⓐ 第１保管廃棄施設
1) 保管廃棄施設・Ⅰ
本施設には、保管廃棄施設・Ｌを設置する。
保管廃棄施設・Ⅰには、異常が発生した場合において関係

箇所との通信連絡ができるように、携帯電話等を設ける。
3) 解体分別保管棟
解体分別保管棟には、異常が発生した場合において関係箇

所との通信連絡ができるように、電話、放送設備、ページング
設備等を設ける。

第２編 通信連絡設備の設置
3. 設 計

3.2 設計仕様
3.2.2 各施設内及び各施設と事故現場指揮所の通信連絡で使

用する通信連絡設備
保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンドにおいては、施設内の

通信連絡で施設内用トランシーバー、事故現場指揮所との通
信連絡で固定電話、携帯電話及び長距離用トランシーバーを
使用する。
通信連絡設備の配置図を図－2.1に示す。本申請に係る通信

連絡設備の設計仕様は、以下のとおりとする。本設備は全て既
設の設備である。なお、通信連絡設備については、原子炉施設
保安規定及び下部規定において定める手順に従い、同等以上
の性能を有するものと交換できるものとする。
(1) 通信連絡設備の種類
・固定電話
・携帯電話
・施設内用トランシーバー（出力10mW）
・長距離用トランシーバー（出力5W）

(2) 台数
事故現場指揮所で使用する通信連絡設備の種類及び台数

を表１、事象発生施設で使用する通信連絡設備の種類及び台
数を表２に示す。
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また、解体分別保管棟には、解体分別保管棟、第１保管廃棄施設
又は排水貯留ポンドで異常が発生した場合に原子力科学研究所内
の現地対策本部との間の相互に連絡するための通信連絡設備とし
て専用の固定電話、携帯電話等を設ける。

3.2.1 事故現場指揮所と現地対策本部の通信連絡で使用する
通信連絡設備

事故現場指揮所の解体分別保管棟付属建家会議室におい
ては、現地対策本部との通信連絡で固定電話及び携帯電話を
使用する。安全管理棟の現地対策本部においては、事故現場
指揮所との通信連絡で固定電話及び携帯電話を使用する。
本申請に係る通信連絡設備の種類及び台数は、以下のとお

りとする。本設備は全て既設の設備である。なお、通信連絡設
備については、原子炉施設保安規定及び下部規定において定
める手順に従い、同等以上の性能を有するものと交換できるも
のとする。
(1) 通信連絡設備の種類
・固定電話
・携帯電話

(2) 台数
事故現場指揮所における通信連絡設備の種類及び台数は

以下のとおり。
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8-7 廃棄施設の概要
(2) 液体廃棄物の廃棄施設
ａ 廃液貯槽
(c) 排水貯留ポンド
本貯槽には、液位計を設けるとともに、漏えいによって液位が

著しく低下した場合は、操作盤及び原子力科学研究所の中央警
備室に警報する設備を設ける。

第３編 液体廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置
3. 設 計

3.2 設計仕様

排水貯留ポンドの漏えい警報装置の系統図を図－3.1に、検知器（液位
計）の配置図を図－3.2に示す。
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8-7 廃棄施設の概要
(2) 液体廃棄物の廃棄施設
ａ 廃液貯槽
(c) 排水貯留ポンド
本貯槽には、液位計を設けるとともに、漏えいによって液位が

著しく低下した場合は、操作盤及び原子力科学研究所の中央警
備室に警報する設備を設ける。
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8-7 廃棄施設の概要
(2) 液体廃棄物の廃棄施設
ａ 廃液貯槽
(c) 排水貯留ポンド
本貯槽には、液位計を設けるとともに、漏えいによって液位が

著しく低下した場合は、操作盤及び原子力科学研究所の中央警
備室に警報する設備を設ける。
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該当なし 第４編 溢水防止対策
6-1-1 概要
排水貯留ポンドから放射性物質を含む液体の管理区域外への漏えいの
防止に関する評価を実施した。評価は、地震に伴い発生する排水貯留ポ
ンドのスロッシングを想定して実施した。

6-1-2 評価方法
速度ポテンシャル理論によってスロッシングの最大波高を算出する。排
水貯留ポンドを構成する貯留槽及び希釈槽について、各貯槽の固有周期
を算出し、平成12年建設省告示第1461号に定める加速度応答スペクトル
より、固有周期に対する加速度を特定し、スロッシング最大波高を算出す
る。加速度応答スペクトルを表6-1-1に示す。

6-1-3 判断基準
評価により算出した最大波高が排水貯留ポンドの縁を越えないこと。

6-1-4 評価条件
評価条件は以下のとおり
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図6-1-1 スロッシング評価モデル図
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固有周期及び最大波高は以下の式で算出する。
T=1/f
f=1/2π√(1.571/L1 g×tanh(1.571 H1/L1 ) ) 1) 2)

Dmax=0.811 L1/g α 2)
ただし、

𝑇：固有周期 [s]
𝑓：一次固有周波数 [Hz]
𝐿1：振動方向のプールの長さの1/2 [m]
𝑔：重力加速度 [m/s2]
𝐻1：プールの水深 [m]
𝐻2：水面からプールの縁までの高さ [m]
𝐷𝑚ax：最大波高 [m]
𝛼：地震による加速度[m/s2]

である。
なお、希釈槽については貯槽内に邪魔板が存在し、評価において邪魔
板の影響による流体の挙動を考慮することが困難であることから、地震に
よる加速度αは、保守的に表6-1-1に示す加速度応答スペクトルにおけ
る最大加速度を用いることとする。※１

算出結果を表6-1-2に示す。

表6-1-2 算出結果
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6-1-5 評価結果
排水貯留ポンドの貯留槽及び希釈槽ともにスロッシングによる最大波

高は、貯槽の縁を超えないため、放射性物質を含む液体が管理区域外
へ漏えいすることはない。

出典
1) 日本機械学会, 機械工学便覧α4 流体工学, 2006.
2） 耐震設計の標準化に関する調査報告書 別冊2（機器系）,昭和60年3
月,(財)原子力工学試験センター
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放射性廃棄物の廃棄施設全体の設計及び工事の計画の認可申請は、表1（本資料においては
省略）に示す項目を予定しているが、工事に要する期間等を考慮し、分割して行う。本申請では、
保管廃棄施設・Ｌ及び排水貯留ポンドに係る、「外部事象影響」、「通信連絡設備の設置」、「液体
廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置」及び「溢水防止対策」について申請するものである。
なお、「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」への適合性確認整理表を別
紙１（本資料においては省略）に示す。
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原科研敷地外半径10km以内
に発火点を設定（ケース①②）
（発火点想定の考え方は、67ページ
参照）

【発火点】 【評価方法】

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」に従い、評価を実施

判断基準
・コンクリートの許容温度（200℃）又は鉄鋼の許容温度（350℃）を下回ること
・上回る場合は内部火災に至らないこと

評価概念図

Li 離隔距離
φi 形態係数

保管廃棄している代表的なもの
・紙（約290℃※）
・木材（約250℃※）
・ポリエチレン（約330℃※）
※：発火点

＝保管廃棄しているものの
発火点を超えないこと

【離隔距離】

最短：南側7m

【評価場所】

GL

約0.5m

コンクリート外壁
評価対象（受熱面）

鋼製蓋
評価対象（受熱面）

離隔距離

コンクリート外壁

GL

5㎜

内表面温度評価位置

・内表面温度評価は、１
次元熱伝導方程式の
深さ方向のパラメータ
を変化して算出

評価対象施設：保管廃棄施設・L及び排水貯留ポンド
・廃棄物を火災から防護する

（例）保管廃棄施設・L（排水貯留ポンドも同様）

保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド

保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド

最短：西側7.7m

・排水貯留ポンドについては、液体
を貯留していることから、内部火災
に至ることはない。

参考：コンクリート外壁の構造健全性への影響については96ページ参照
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原科研敷地外10km以内に存在する危険物貯蔵所
【火災】 【敷地外施設での爆発】

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」に従い、評価を実施

判断基準
・爆発源と施設までの離隔距離が危険限界距離を上回ること。

【敷地内施設での爆発】

・判断基準、評価の考え方は森林火災と同様

原科研敷地外10km以内に存在する高圧ガス保有施設

危険限界距離

（例）保管廃棄施設・L
（排水貯留ポンドも同様）

（例）保管廃棄施設・L（排水貯留ポンドも同様）

離隔距離

原科研敷地内に存在する高圧ガス保有施設
・第２ボイラーLNGタンク
評価の考え方は、敷地外施設での爆発と同様

敷地外の産業施設

離隔距離

項 目
常陸那珂火
力発電所
軽油タンク

核燃料サイク
ル工学研究
所重油タンク

東海第二
発電所

重油タンク

日立オイルターミ
ナル及び日立油
槽所重油タンク

内容物 軽油 重油 重油 重油

容量（燃料量）[m3] 7,000 588 500 10,885

輻射発散度[W/m2] 4.2×104 2.3×104 2.3×104 2.3×104

燃焼速度[m/s] 5.5×10-5 2.8×10-5 2.8×10-5 2.8×10-5

燃料タンクの防油
堤面積[m2]

800 400 225 6,000

燃焼継続時間[hr] 44.2 14.6 22.1 18.0

保管廃棄施設・Ｌ

離隔距離[m] 2,000 1,970 1,230 5,480

輻射強度[W/m2] 5.14 1.45 2.09 2.81

形態係数 1.22×10-4 6.29×10-5 9.09×10-5 1.22×10-4

排水貯留ポンド

離隔距離[m] 2,090 2,100 1,240 5,500

輻射強度[W/m2] 4.70 1.27 2.06 2.79

形態係数 1.12×10-4 5.54×10-5 8.94×10-5 1.21×10-4

日立LNG基地LNGタンク

LNGタンク貯蔵量 97,704トン（230,000m3）

離隔距離 3,270m

LNGの𝐾値 7.14×105

貯蔵設備又は処理設備の𝑊値 313

日立LNG基地LPGタンク

LPGタンク貯蔵量 31,000トン（50,000m3）

離隔距離 3,270m
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落下確率が10-7（回／炉・年）以上となる面積の外周部に航空
機が落下し、その火災によって森林火災が発生

【火災】

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」に従い、評価を実施

・判断基準、火災影響評価の考え方は森林火災と同様

（例）保管廃棄施設・L（排水貯留ポンドも同様）

落下確率が10-7（回／炉・年）
以上となる面積

離隔距離

評価対象航空機のパラメータ

航空機落下地点と施設との離隔距離

航空機落下については、航空機落下による火災と森林火災
の重畳評価も実施

航空機落下による
火災の温度上昇分

森林火災の
温度上昇分

＋
初期温度
50℃

＋

民間機 自衛隊機又は米軍機

計器飛行方式
有視界
飛行方式

訓練空域外を飛行中
基地－訓練
空域間を往

復時
離着
陸時

巡航
中

空中
給油機等

その他

対象航空機 B747-400 AS332L1 KC-767 F-15
燃料種類 JET A-1 JET A-1 JP-4 JP-4

燃料最大積載量
[m3]

216.84 3.0 145.03 14.87

輻射発散度
𝑅𝑓 [W/m2] 5.0×104 5.8×104

質量低下速度
𝑀[kg/(m2･s)]

0.039 0.051

燃料密度
𝜌[kg/m3]

850 760

燃焼速度
𝑣[m/s]

（𝑣 = Τ𝑀 𝜌）
4.59×10-5 6.71×10-5

民間機 自衛隊機又は米軍機

計器飛行方式
有視界
飛行方式

訓練空域外を飛行中
基地－訓練
空域間を往

復時
離着陸
時

巡航
中

空中給油
機等

その他

対象航空機 B747-400 AS332L1 KC-767 F-15

保管廃棄施設・Ｌ 361ｍ 20ｍ 339ｍ 23ｍ
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森林

森林

森林

樹木の管理の範囲
保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド

（森林の管理）
課長は、所掌する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺に森林火災が発生した場合に

備えて、図に示した範囲に、森林が拡大しないよう樹木を管理しなければならない。

【原子力科学研究所原子炉施設保安規定（案） 】

（森林の管理）
1.課長は、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺に森
林火災が発生した場合に備えて、図に示した範囲周辺に対
して熱影響を与える森林が拡大しないよう、必要に応じて伐
採等の措置を講じること。

2.課長は、図の範囲内において、延焼の防止及び枯草火災の
発生防止のため、必要に応じて刈り払い等を行い、草木の
管理を行う。

3.課長は、図の範囲内の草木の状況及び図の範囲内に森林
が拡大していないことを毎月１回以上確認し、記録を作成す
る。

【下部規定（案） 】
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• 原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地外の森林火災が迫った場合でも、排水貯留ポ
ンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研敷地外の近隣の産業施設等（半径10km以内）において火災・爆発が発生した場合でも、
排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研の敷地内に設置しているLNGタンクが爆発した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄
施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

• 原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄
施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

ここでは、上記の設計条件を確認するため、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対して、外
部火災が発生した場合の影響を評価した。

評価にあたっては、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド（原子力規制委員会，平成25年6
月19日）」に従い、森林火災、近隣の産業施設等の火災・爆発及び航空機落下による火災に対す
る排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響について評価を行った。

【概要】

【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】
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排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの想定発火点及び延焼経路

【評価条件】
(1) 風向は許可申請書添付書類六の記載を踏まえ、排水貯留ポンド

及び保管廃棄施設・Ｌの風上に発火点を想定する。
(2) 風速は、過去の水戸気象台の観測データから、最大風速17.5m/s

（2014年2月及び2016年1月）を採用する。ただし、地表面での風
速は樹木などの障害物の影響により遅くなることを考慮し、前述
の17.5m/sに0.3を乗じた風速とする。

(3) 発火点は、まず人為的行為及び卓越風向を考慮し、白方霊園に
設定する（ケース①）。次に可能性は低いものの、森林の概況か
ら別の延焼ルートの起点となりうる発火点を国道245号線沿いに
設定する（ケース②）。

(4) (3)で設定した発火点から発生する森林火災が敷地境界を越え、
原科研敷地内の森林へ延焼すると仮定する。

(5) 森林火災の計算に必要なパラメータのうち、樹高、樹冠までの高さ
については、原科研の森林の状況を調査した結果（樹高：10m～
16m、樹冠までの高さは5m～8m）に対し、FARSITEで用いている
初期値（樹高：20m、樹冠までの高さは4m）が保守的な評価とな
るため、これを一律に適用する。

(6) 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁及び鋼製
蓋表面の初期温度については、夏季の日照中における表面温度
が40℃程度であることを考慮して、保守的に50℃とする。

(7) 土地の傾斜については、国土地理院・地理院地図（電子国土
web）より、敷地内において卓越風の風上から風下に向かっての
傾斜角を調査し算出する。

(8) 評価対象の表面からの自然放熱、内側からの冷却等の除熱は一
切考慮しないものとする。

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成）

保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド

【波線：次回補正申請予定】
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排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺森林における火炎到達幅

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成）

 

 

：原科研敷地内森林 

保管廃棄施設・L 

評価対象としたピット 

離隔距離 

（南側）：7m 

離隔距離 

（西側）：270m 

第２ボイラー
LNGタンク

離隔距離
約430m

第２ボイラーLNGタンクと排水貯留ポンド及び保管廃
棄施設・Lの離隔距離

【波線：次回補正申請予定】

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成）

保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド

離隔距離

（西側）：7.7m

保管廃棄施設・L
排水貯留ポンド
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施設 評価対象 表面温度(℃) 内表面温度※1(℃)

保管廃棄施設・Ｌ
コンクリート外壁 338 87

鋼製蓋 96 －

排水貯留ポンド コンクリート外壁 311 84

森林火災による排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度評価結果

※1：コンクリート外壁表面から5mm内側の温度であり、表面温度と同様に１次元熱伝導方程式の一般解の式を用いて評価

危険物貯蔵所 評価対象施設
表面温度
評価結果

常陸那珂火力発電所
軽油タンク

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 52℃

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃
排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 52℃

核燃料サイクル工学研究所
重油タンク

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃
排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃

東海第二発電所
重油タンク

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃
排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃

日立オイルターミナル及び
日立油槽所 重油タンク

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃
排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃

各危険物貯蔵所における火災影響評価結果

・保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、338℃であり、コンクリートの許容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度
上昇であり、内部火災に至るおそれはない※。
※：保管廃棄されている代表的な可燃物の発火点を以下に示す。

紙（約290℃）、木材（約250℃）、ポリエチレン（約330℃）
・保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、96℃であり、鉄鋼の許容温度（350℃）を下回る。
・排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、311℃であり、コンクリートの許容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度上
昇であり、液体を貯留していることから、内部火災に至るおそれはない。

【波線：次回補正申請予定】
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日立LNG基地LNGタンク及びLPGタンクにおける爆発影響評価結果

想定爆発源（敷地外） 危険限界距離 離隔距離

日立LNG基地
LNGタンク及びLPGタンク

373m 3,270m

第2ボイラー液化天然ガス（LNG）タンクにおける爆発影響評価結果

想定爆発源（敷地内） 危険限界距離 離隔距離

第2ボイラー
液化天然ガス（LNG）タンク

104m 430m

評価の結果、危険限界距離は373mであり、日立LNG基地と排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの離隔距
離3,270m※を下回ることから、日立LNG基地で爆発が発生しても、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの健
全性に影響を及ぼさないことを確認した。
※：排水貯留ポンドと保管廃棄施設・Lは、同一の敷地内に設置していることから、離隔距離は同一として評価

評価の結果、危険限界距離は104mであり、第2ボイラー液化天然ガス（LNG）タンクと排水貯留ポンド及び保
管廃棄施設・Ｌの離隔距離430m※を下回ることから、第2ボイラーで爆発が発生しても、排水貯留ポンド及び保
管廃棄施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認した。
※：排水貯留ポンドと保管廃棄施設・Lは、同一の敷地内に設置していることから、離隔距離は同一として評価

【波線：次回補正申請予定】
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航空機落下による火災の影響評価結果

対象航空機 施設 評価対象

評価結果

表面温度

計器飛行方式
民間機

機種名：B747-400（飛行
場での離着陸時、航空
路を巡航中）

保管廃棄施設・Ｌ
コンクリート外壁 58℃

鋼製蓋 52℃

排水貯留ポンド コンクリート外壁 58℃

有視界飛行方式民
間機

機種名：AS332L1
保管廃棄施設・Ｌ

コンクリート外壁 131℃

鋼製蓋 63℃

排水貯留ポンド コンクリート外壁 131℃

自衛隊機又は米軍
機：訓練空域外を飛
行中

機種名：KC-767
機種名：F-15

保管廃棄施設・Ｌ
コンクリート外壁 58℃

鋼製蓋 52℃

排水貯留ポンド コンクリート外壁 58℃

自衛隊機又は米軍
機：基地－訓練空域
間往復時

機種名：F-15
保管廃棄施設・Ｌ

コンクリート外壁 165℃

鋼製蓋 69℃

排水貯留ポンド コンクリート外壁 165℃

【波線：次回補正申請予定】
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重畳事象による火災影響評価結果

施設 評価対象

航空機落下
による火災

森林火災 重畳評価結果

表面
温度
(℃)

温度
上昇分
ΔT(℃)

表面
温度
(℃)

温度
上昇分
ΔT(℃)

表面温度
(℃)

内表面温度※1

(℃)

保管廃棄施設・Ｌ

コンクリート
外壁

165 115 338 288
453

=(初期温度
50+115+288)

194

鋼製蓋 69 19 96 46
115

=(初期温度
50+19+46)

－

排水貯留ポンド
コンクリート
外壁

165 115 311 261
426

=(初期温度
50+115+261)

191

※1：コンクリート外壁表面から5mm内側の温度であり、表面温度と同様に１次元熱伝導方程式の一般解の式を
用いて評価

【波線：次回補正申請予定】

・保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、453℃であり、コンクリートの許容温度（200℃）を上回るが、
表層のみの温度上昇であり、内部火災に至るおそれはない※。
※：保管廃棄されている代表的な可燃物の発火点を以下に示す。

紙（約290℃）、木材（約250℃）、ポリエチレン（約330℃）
・保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、115℃であり、鉄鋼の許容温度（350℃）を下回る。
・排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、426℃であり、コンクリートの許容温度（200℃）を上回るが、
表層のみの温度上昇であり、液体を貯留していることから、内部火災に至るおそれはない。
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飛来物浮上
の有無

無

貫通・裏面剥離
の有無

無

無

対策不要

衝撃荷重によ
る影響の有無

有

有

対策

•浮上条件を考慮し、浮上しない重
量を設定
•浮上しない重量物に代替する
•対策後は、定期的な巡視にて確認
•今後、施設に影響を及ぼすものを
設置する場合は、浮上条件を考慮
し、浮上しない重量を設定

【運用】

有

p.80

p.81,82

p.83

p.75~78

【設計】

• 空調室外機
• 物置
• チェッカープレート

• 物置
• チェッカープレート

• 空調室外機

• 空調室外機
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想定竜巻 ：藤田スケールF1、最大風速49m/s

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」に従い、評価を実施

・竜巻影響評価ガイド及び現地調査を踏まえ、 評価対象飛来物を選定

保管廃棄施設・L

【評価前提】

【飛来物衝突による影響評価】

【随伴事象検討】

判断基準
・飛来物の空力パラメータが、飛来物の飛来高さが正となる条件である0.0116m2/kg以下であれば、飛来物は浮上
しないこととする。

浮上する飛来物
・空調室外機
・物置
・チェッカープレート

保管廃棄施設・Lの鋼製蓋は、F1
竜巻の風速では浮上しないこと
を確認している。（80ページ参照）

GL

0.5m

飛来物飛来高さ
1.6m～5.2m

チェッカープレート等

貫通・裏面剥離：評価対象
風圧力 ：屋外に設ける地下ピット構造の施設であり、受圧面積も小さいため評価対象外
気圧差 ：屋外に設ける施設であるため、気圧差による圧力が生じないことから評価対象外
飛来物衝撃荷重：評価対象（ただし、物置及びチェッカープレートについては飛来防止対策を行うため、空調室外機のみ実施）

【飛来物選定及び浮上の有無】

竜巻影響評価ガイドに従い、以下の随伴事象について検討
①火災 ②溢水 ③外部電源喪失

名称
長さ

[m]

幅

[m]

厚さ又

は奥行

[m]

質量

[kg]

空力

パラメータ

[m2/kg]

浮上の

有無

飛来

距離

[m]

飛来

高さ

[m]

最大

水平

速度

[m/s]

最大

鉛直

速度

[m/s]

鋼製パイプ 2.0 直径0.05 8.4 0.0057 無 － － － －

鋼製材 4.2 0.3 0.2 135 0.0039 無 － － － －

コンクリート板 1.5 1.0 0.15 540 0.0022 無 － － － －

コンテナ 2.4 2.6 6.0 2,300 0.0104 無 － － － －

トラック 5.0 1.9 1.3 4,750 0.0026 無 － － － －

自動車（ミニバン） 4.885 1.84 1.905 2,110 0.0069 無 － － － －

空調室外機 0.8 0.3 0.6 30 0.0198 有 123 5.2 32 22

自動販売機 2.1 0.8 1.2 330 0.0104 無 － － － －

物置 4.6 2.3 2.5 1,000 0.0184 有 109 3.1 32 22

マンホール蓋 0.97 0.97 0.04 90 0.0073 無 － － － －

チェッカープレート 1.9 1.9 0.005 140 0.0171 有 86 1.6 31 21

鉄板 6.1 1.53 0.03 2,200 0.0029 無 － － － －

鋼製蓋
（保管廃棄施設・Ｌ）

8.8 4.3 0.65 3,000 0.0095 無 － － － －

チェッカープレート等
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• 施設の構造健全性に影響を及ぼすことを確認した物置及びチェッカープレートに対し、当該
竜巻で浮上しない重量の物置及びチェッカープレートに代替する対策を講ずる。

• 対策を講ずるにあたっては、竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定し、浮上条件を考慮し
た上で、浮上しない重量を設定する。

• 飛来防止対策を実施したものについては、定期的な巡視にて対策の実施状態を確認する。
• 今後、施設の構造健全性に影響を及ぼすおそれがあるものを施設周辺に設置する場合には、
浮上の有無、施設への影響を評価し、影響を及ぼすおそれがあるものについては、飛来防
止対策を講ずる。

【飛来防止対策及び飛来物管理に係る運用について】

放射性廃棄物処理場における飛来防止対策及び飛来物の管理については、以下に示す対応
を原子力科学研究所原子炉施設保安規定及び下部規定に定め、適切に運用することとする。
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【対象となる飛来物】

■チェッカープレート（１基）
対策：重量化※

チェッカープレート③～⑤

物置➊、➋

■物置（２基）
対策：重量化※

※各パラメータについては、77ページ参照

チェッカープレート②

チェッカープレート①

■チェッカープレート（１基）
対策：重量化※

■チェッカープレート（３基）
対策：重量化※

対象飛来物の位置

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成）

保管廃棄施設・L

➊➋
①

③④⑤

②

排水貯留ポンド
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飛来防止対策にあたっての寸法及び質量の設定

対象飛来物
長さ※

[m]
幅※

[m]
厚さ又は奥行※

[m]
質量※

[kg]
空力パラメータ

[m2/kg]
浮上の
有無

物置① 0.900 2.247 2.100 500 0.0114 無

物置② 0.900 2.247 2.100 500 0.0114 無

チェッカープレート① 1.590 1.590 0.005 150 0.0112 無

チェッカープレート② 1.305 1.305 0.005 100 0.0113 無

チェッカープレート③ 1.810 1.840 0.005 200 0.0111 無

チェッカープレート④ 1.760 1.830 0.005 190 0.0113 無

チェッカープレート⑤ 1.830 2.015 0.005 220 0.0111 無

飛来防止対策にあたっては、浮上条件を考慮し、空力パラメータが0.0116m2/kgを超えないような寸法及び質量
を設定し、浮上しない適切な対策を講じることとする。

※本表に示す寸法及び質量は、選定した飛来物が浮上しない最小値を示したものであり、同等以上の寸法及
び質量を確保した飛来防止対策を講じることとする。

外部事象影響（竜巻）に係る竜巻対策の運用（３／４）
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（竜巻飛来物の管理）
1.課長は、竜巻（藤田スケールＦ１、最大風速49m/s）による飛来によって所掌する排水貯留ポ
ンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響を及ぼすおそれがある物体に対して、浮上しない重量物に
代替する飛来防止対策を講じなければならない。

2.課長は、飛来防止対策の実施状況について、年１回以上巡視しなければならない。

【原子力科学研究所原子炉施設保安規定（案） 】

（竜巻飛来物の管理）
1.課長は、竜巻（藤田スケールＦ１、最大風速49m/s）による飛来によって所掌する排水貯留ポ
ンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なうおそれのある飛来物に対し、浮上しない重量
物に代替する飛来防止対策を講じる。飛来防止対策を講じる範囲は、飛来距離を考慮し、
チェッカープレートについては当該施設から90m、物置については当該施設から110mの範囲
とする。

2.課長は、飛来防止対策を講じた飛来物の記録を作成する。
3.課長は、飛来防止対策の状況について、定期事業者検査の時期ごとに巡視を行う。
4.排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの施設周辺の工事等で、排水貯留ポンド及び保管廃
棄施設・Ｌに影響を及ぼす飛来物が置かれている場合は、所掌課長に連絡するよう、隣接す
る建家の管理者に依頼するとともに、連絡を受けた場合は、現物確認を行い、固縛の要否を
判断し、必要に応じて固縛等を行う。

【下部規定（案） 】
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• 敷地及びその周辺（施設から半径20kmの範囲）における過去の記録を踏まえた影響が最も大
きい竜巻（藤田スケールF1、最大風速49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮しても、排水貯
留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。

ここでは、上記の設計条件を確認するため、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対して、竜
巻が発生した場合の影響評価を行った。

評価に当たっては、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」（以下「竜巻ガイド」という。）に従い、
竜巻及びその随伴事象に対する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価を行った。
竜巻に対する影響評価としては、竜巻の特性値を評価し、飛来物の選定を行った上で、飛来物
の飛来高さを考慮し、竜巻による飛来物が衝突した際の影響評価及び竜巻荷重に対する影響評
価を行った。
なお、竜巻荷重に対する影響評価について、両施設が屋外に設ける地下ピット構造の施設であ
り、地上部の受圧面積が小さく、気圧差による圧力も生じないことから、「竜巻の風圧力による荷
重」、「竜巻による気圧差による荷重」については、評価対象外とした。また、飛来物の飛来高さが、
両施設のコンクリート外壁の地上部高さを上回り、飛来しないことから、「飛来物による衝撃荷重」
についても、評価対象外とした。

また、想定される竜巻随伴事象について、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響の有無
の検討を行った。

【概要】

【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】
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竜巻による飛来物の浮上の有無の評価結果

名称
長さ

[m]

幅

[m]

厚さ又

は奥行

[m]

質量

[kg]

空力

パラメータ

[m2/kg]

浮上の

有無

飛来

距離

[m]

飛来

高さ

[m]

最大

水平

速度

[m/s]

最大

鉛直

速度

[m/s]

鋼製パイプ 2.0 直径0.05 8.4 0.0057 無 － － － －

鋼製材 4.2 0.3 0.2 135 0.0039 無 － － － －

コンクリート板 1.5 1.0 0.15 540 0.0022 無 － － － －

コンテナ 2.4 2.6 6.0 2,300 0.0104 無 － － － －

トラック 5.0 1.9 1.3 4,750 0.0026 無 － － － －

自動車（ミニバン） 4.885 1.84 1.905 2,110 0.0069 無 － － － －

空調室外機 0.8 0.3 0.6 30 0.0198 有 123 5.2 32 22

自動販売機 2.1 0.8 1.2 330 0.0104 無 － － － －

物置 4.6 2.3 2.5 1,000 0.0184 有 109 3.1 32 22

マンホール蓋 0.97 0.97 0.04 90 0.0073 無 － － － －

チェッカープレート 1.9 1.9 0.005 140 0.0171 有 86 1.6 31 21

鉄板 6.1 1.53 0.03 2,200 0.0029 無 － － － －

鋼製蓋
（保管廃棄施設・Ｌ）

8.8 4.3 0.65 3,000 0.0095 無 － － － －

選定した飛来物のうち、空調室外機、物置及びチェッカープレートについては、空力パラメータが0.0116m2/kgを
上回ることから、浮上することを確認した。

【波線：次回補正申請予定】
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施設
コンクリート厚さ

[cm]
貫通厚さ

[cm]
裏面剥離厚さ

[cm]

評価結果

貫通 裏面剥離

保管廃棄施設・Ｌ 25～30 4 10 無 無

排水貯留ポンド 25 4 10 無 無

【波線：次回補正申請予定】

飛来物（空調室外機）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート）

施設
コンクリート厚さ

[cm]
貫通厚さ

[cm]
裏面剥離厚さ

[cm]

評価結果

貫通 裏面剥離

保管廃棄施設・Ｌ 25～30 10 28 無 一部有※

排水貯留ポンド 25 10 28 無 有

飛来物（物置）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート）

施設
コンクリート厚さ

[cm]
貫通厚さ

[cm]
裏面剥離厚さ

[cm]

評価結果

貫通 裏面剥離

保管廃棄施設・Ｌ 25～30 23 42 無 有

排水貯留ポンド 25 23 42 無 有

飛来物（チェッカープレート）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート）

※：保管廃棄施設・Ｌは、コンクリート厚さが25㎝のピットと30cmのピットがあり、コンクリート
厚さが25㎝のピットについて裏面剥離が生じる。
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飛来物（空調室外機）が衝突した際の影響評価結果（鋼板）

施設
鋼板厚さ

[cm]

貫通厚さ

[cm]

評価結果

貫通

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.1 無

飛来物（物置）が衝突した際の影響評価結果（鋼板）

施設
鋼板厚さ

[cm]

貫通厚さ

[cm]

評価結果

貫通

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.2 無

飛来物（チェッカープレート）が衝突した際の影響評価結果（鋼板）

施設
鋼板厚さ

[cm]

貫通厚さ

[cm]

評価結果

貫通

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.7 有
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竜巻による飛来物（空調室外機）衝撃荷重の影響評価結果

【波線：次回補正申請予定】

施設 面

受圧
面積
𝐀[m2]

風圧力に
よる荷重
𝐖𝐰[kN]

気圧差に
よる荷重
𝐖𝐏[kN]

飛来物の
衝撃荷重
𝐖𝐌[kN]

複合荷重１
𝐖𝐓𝟏[kN]

複合荷重２
𝐖𝐓𝟐[kN]

保有
水平耐力
𝐐𝐮[kN]

Lブロック1
東西 12.4 － － 103 － 103 22,424

南北 8.8 － － 103 － 103 27,020

Lブロック2、6
東西 12.9 － － 103 － 103 28,122

南北 8.8 － － 103 － 103 30,347

Lブロック7
東西 10.8 － － 103 － 103 29,773

南北 8.8 － － 103 － 103 37,442

Lブロック3
東西 12.9 － － 103 － 103 37,496

南北 8.8 － － 103 － 103 40,462

Lブロック8
東西 13.0 － － 103 － 103 37,863

南北 8.8 － － 103 － 103 43,483

Lブロック4、5
東西 19.5 － － 103 － 103 96,450

南北 8.8 － － 103 － 103 71,086

排水貯留
ポンド

東西 15.0 － － 103 － 103 50,279

南北 8.5 － － 103 － 103 29,398

選定した飛来物のうち、物置
及びチェッカープレートについ
ては、貫通及び裏面剥離の評
価結果を踏まえ、飛来防止対
策を講ずることから、竜巻によ
る飛来物衝撃荷重の影響評価
は、空調室外機について実施
する。
空調室外機が飛来した場合

の衝撃荷重を評価した結果、
施設の保有水平耐力を下回る
ことから、施設の構造健全性
が維持されることを確認した。

：保管廃棄施設・L

：排水貯留ポンド

ブロック１ブロック２ブロック３ブロック４

ブロック５

ブロック６ブロック７ブロック８

N
本図も次回補正申請で追加
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竜巻による飛来物として物置及びチェッカープレートを選定した場合、排水貯留ポンド及び保管
廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認したことから、以下の飛来防止対策等を講
ずることとする。
・排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認した物置及び
チェッカープレートに対し、当該竜巻で飛来しても影響を及ぼさない軽量物（ゴムマット）に代替す
る又は浮上しない重量の物置及びチェッカープレートに代替する等の対策を講ずる。
・物置及びチェッカープレートを重量物に代替する対策を講ずるにあたっては、竜巻の風速場をラ
ンキン渦モデルと仮定し、浮上条件を考慮した上で、浮上しない重量を設定する。
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添付書類３ｰ３ （外部事象影響に係る「試験研究の用に供する原子炉等の技術

基準に関する規則」との適合性に関する説明書）（１／２）

第八条（外部からの衝撃による損傷の防止）

1. 原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地内又はその周辺において想定される自然現象（地震及び
津波を除く。）については、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわないことを確認してお
り、外部火災（森林火災）及び竜巻については、以下のとおりとなる。なお、排水貯留ポンドは、上部開放型
の貯槽であり、常時液体廃棄物（濃度限度以下）を貯留しているため、外部火災の影響を受けることはない。
• 原科研敷地外の森林火災が迫った場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損な
わないことを確認している。（添付書類3-1参照）

• 敷地及びその周辺（施設から半径20kmの範囲）における過去の記録を踏まえた影響が最も大きい竜巻
（藤田スケールF1、最大風速49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮しても、基本的に排水貯留ポンド
及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわないことを確認している。ただし、当該竜巻で排水貯留ポンド
及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認した飛来物については、必要に応じて、
飛来防止対策等を講ずることを原子力科学研究所原子炉施設保安規定及び下部規定に定めることと
する。（添付書類3-2参照）

適合性について

技術基準の条項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第一条から第七条 無 － －

第八条
外部からの衝撃によ
る損傷の防止

有
第１項
第２項

以下に示すとおり

第九条から第七十一条 無 － －

【下線：初回申請からの変更】
【波線：次回補正申請予定】
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添付書類３ｰ３（外部事象影響に係る「試験研究の用に供する原子炉等の技術基
準に関する規則」との適合性に関する説明書）（２／２）

第八条（外部からの衝撃による損傷の防止）

2. 原科研敷地内又はその周辺において想定される人為によるもの（故意によるものを除く。）については、排水貯
留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわないことを確認しており、外部火災（近隣の産業施設等の
火災・爆発、航空機落下による火災）については、以下のとおりとなる。なお、排水貯留ポンドは、上部開放型の
貯槽であり、常時液体廃棄物（濃度限度以下）を貯留しているため、外部火災の影響を受けることはない。
• 原科研の敷地外の近隣の産業施設等（半径10km以内）において火災・爆発が発生した場合でも、排水貯留
ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわないことを確認している。（添付書類3-1参照）

• 原科研の敷地内に設置しているLNGタンクが爆発した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安
全機能を損なわないことを確認している。（添付書類3-1参照）

• 原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安
全機能を損なわないことを確認している。（添付書類3-1参照）

• 航空機落下により森林火災が発生するといった熱影響が最も厳しい条件となる重畳事象を想定した場合で
も、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわないことを確認している。（添付書類3-1参照）

適合性について

第八条（外部からの衝撃による損傷の防止）

試験研究用等原子炉施設は、想定される自然現象（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれ
がある場合において、防護措置、基礎地盤の改良その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。
２ 試験研究用等原子炉施設は、周辺監視区域に隣接する地域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの

衝撃が発生するおそれがある要因がある場合において、事業所における火災又は爆発事故、危険物を搭載し
た車両、船舶又は航空機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定される事象であって人為によるも
の（故意によるものを除く。）により試験研究用等原子炉施設の安全性が損なわれないよう、防護措置その他の
適切な措置が講じられたものでなければならない。

該当条文

【波線：次回補正申請予定】
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添付書類４（通信連絡設備の設置に係る「試験研究の用に供する原子炉等の技
術基準に関する規則」との適合性に関する説明書）

第四十二条（通信連絡設備等）

１. 第４２条第１項に適合するため、放射性廃棄物処理場の関係箇所に対し必要な指示ができるよう、通信連
絡設備を設ける。また、事故現場指揮所には、原子力科学研究所内の現地対策本部と相互に連絡するため
の通信連絡設備を設ける。

適合性について

技術基準の条項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第一条から第四十一条 無 － －

第四十二条 通信連絡設備等 有 第１項 以下に示すとおり

第四十三条から第七十一条 無 － －

第四十二条（通信連絡設備等）

工場等には、設計基準事故が発生した場合において工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、通信連
絡設備が設けられていなければならない。
２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において当該試験研究用等原子炉施設外の通信連絡をする
必要がある場所と通信連絡ができるよう、多重性又は多様性を確保した通信回線が設けられていなければな
らない。

該当条文
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添付書類５（液体廃棄物の廃棄設備の漏えい警報装置の設置に係る「試験研究
の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則」との適合性に関する説明書）

第四十一条（警報装置）

警報装置は、液位低下及び液位上昇を検知することができる検知器（液位計）を設けることにより漏えいを確
実に検知し、操作盤及び原子力科学研究所の中央警備室に警報する装置を設ける。

適合性について

技術基準の条項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第一条から第四十条 無 － －

第四十一条 警報装置 有 － 以下に示すとおり

第四十二条から第七十一条 無 － －

第四十一条（警報装置）

試験研究用等原子炉施設には、その設備の機能の喪失、誤操作その他の要因により試験研究用等原子
炉の安全を著しく損なうおそれが生じたとき、第三十一条第一号の放射性物質の濃度若しくは同条第三号の
線量当量が著しく上昇したとき又は液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備から液体状の放射性廃棄物が著
しく漏えいするおそれが生じたときに、これらを確実に検知して速やかに警報する装置が設けられていなけれ
ばならない。

該当条文

【波線：次回補正申請予定】
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速度ポテンシャル理論により、スロッシングの最大波高を算出

【スロッシング評価】

判断基準
・算出した最大波高が排水貯留ポンドの縁を超えないこと

【評価モデル図】

貯留槽

Dmax＜H2

約20m

約
1

7
m

貯留槽 希釈槽

邪魔板

約30m

平面図

断面図

約
3

.5
m

約
2

.0
m

液位上限
（660m3相当）

約10m

【評価】

希釈槽

①固有周期、一次固
有周波数を算出

②地震による加速度
を算出

③最大波高を算出

最大波高が排水貯留ポンドの縁を超えないこと

矩形モデルとして評価 矩形モデルとして評価
ただし、邪魔板の影響考慮が
困難であるため、①を算出せず、
保守的に表6－1－1に示す最
大加速度を用いて評価

②最大加速度

③最大波高を算出

貯留槽 希釈槽

形状 矩形 矩形（邪魔板有り）

寸法

約20m×17m
高さ約3.5m
（水深約2.0m）

約10m×17m
高さ約3.5m
（水深約2.0m）

想定溢水源

放射性液体廃棄物
（ただし、法令に定める周辺監
視区域外の濃度限度以下とな

るよう管理されたもの。）

工業用水



添付書類６ｰ１（溢水防止対策）（１／５）
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排水貯留ポンドから放射性物質を含む液体の管理区域外への漏えいの防止に関する評価を実
施した。評価は、地震に伴い発生する排水貯留ポンドのスロッシングを想定して実施した。

【概要】

速度ポテンシャル理論によってスロッシングの最大波高を算出する。排水貯留ポンドを構成す
る貯留槽及び希釈槽について、各貯槽の固有周期を算出し、平成12年建設省告示第1461号に
定める加速度応答スペクトルより、固有周期に対する加速度を特定し、スロッシング最大波高を
算出する。

【評価方法】

周期（秒）
加速度応答スペクトル（単位 メートル毎秒毎秒）

稀に発生する地震動

T＜0.16 （0.64＋6T）Z

0.16≦T＜0.64 1.6Z

0.64≦T （1.024／T）Z

この表において、T及びZは、それぞれ建築物の周期（単位 秒）及び令第
八十八条第一項に規定するZの数値を表す。

出典：平成12年建設省告示第1461号より抜粋

表６－１－１



添付書類６ｰ１（溢水防止対策）（２／５）
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評価により算出した最大波高が排水貯留ポンドの縁を越えないこと。

【判断基準】

【評価条件】

貯留槽 希釈槽

形状 矩形 矩形（邪魔板有り）

寸法
約20m×17m
高さ約3.5m
（水深約2.0m）

約10m×17m
高さ約3.5m
（水深約2.0m）

想定溢水源

放射性液体廃棄物
（ただし、法令に定める周辺監
視区域外の濃度限度以下とな
るよう管理されたもの。）

工業用水



添付書類６ｰ１（溢水防止対策）（３／５）
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スロッシング評価モデル図

[立面図]

[平面図]



添付書類６ｰ１（溢水防止対策）（４／５）
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【評価式】

固有周期、最大波高は以下の式で算出する。

𝑇 =
1

𝑓

𝑓 =
1

2𝜋

1.571

𝐿1
𝑔 × tanh 1.571

𝐻1

𝐿1

𝐷𝑚𝑎𝑥 = 0.811
𝐿1

𝑔
𝛼

𝑇 ：固有周期 [s]
𝑓 ：一次固有周波数 [Hz]
𝐿1 ：振動方向のプールの長さの1/2 [m]
𝐿2 ：振動方向に垂直のプールの長さ [m]
𝑔 ：重力加速度 [m/s2]
𝐻1 ：プールの水深 [m]
𝐻2 ：水面からプールの縁までの高さ [m]
𝐷𝑚ax ：最大波高 [m]
𝛼 ：地震による加速度[m/s2]



添付書類６ｰ１（溢水防止対策）（５／５）
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【排水貯留ポンドにおけるスロッシングによる溢水評価結果】

貯留槽 希釈槽

地震方向
（NS）

地震方向
（EW）

地震方向
（NS）

地震方向
（EW）

L1[m] 10.0 8.5 5.0 8.5

H1[m] 2.0 2.0 2.0 2.0

H2[m] 1.5 1.5 1.5 1.5

T[s] 9.177 7.847 － －

f[Hz] 0.109 0.127 － －

α[m/s2] 0.112 0.131 1.600※1 1.600※1

Dmax[m] 0.093 0.093 0.662 1.125

排水貯留ポンドの貯留槽及び希釈槽ともにスロッシング最大波高は、貯槽の縁を超えないため、
放射性物質を含む液体が管理区域外へ漏えいすることはない。

希釈槽については貯槽内に邪魔板が存在し、評価において邪魔板の影響によ
る流体の挙動を考慮することが困難であることから、地震による加速度αは、保
守的に表6-1-1に示す加速度応答スペクトルにおける最大加速度を用いることと
する。※１

算出結果を次表に示す。
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添付書類６ｰ２（溢水防止対策に係る「試験研究の用に供する原子炉等の技術基
準に関する規則」との適合性に関する説明書）

第十九条（溢水による損傷の防止）

２. 排水貯留ポンドから放射性物質を含む液体があふれ出るおそれがなく、当該液体が管理区域外へ漏えい
しないことを確認している。（添付書類6-1参照）

適合性について

技術基準の条項
評価の必要性の有無

適合性
有・無 項・号

第一条から第十八条 無 － －

第十九条 溢水による損傷の防止 有 第２項 以下に示すとおり

第二十条から第七十一条 無 － －

第十九条（溢水による損傷の防止）

試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内における溢水の発生によりその安全性を
損なうおそれがある場合は、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなければならない。
２ 試験研究用等原子炉施設は、当該試験研究用等原子炉施設内の放射性物質を含む液体を内包する容器
又は配管の破損により当該容器又は配管から放射性物質を含む液体があふれ出るおそれがある場合は、当
該液体が管理区域外へ漏えいすることを防止するために必要な措置が講じられたものでなければならない。

該当条文
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参考資料１（外部事象影響評価）

【外部事象（外部火災）による施設への影響（構造健全性及び遮蔽）】

コンクリートの健全性が
維持される範囲

GL

約5㎜

200℃を下回る

250㎜ 土壌

評価対象としている排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Lのコンクリート外壁は、厚さが250㎜あり、最も厳しい条
件である森林火災と航空機落下による火災の重畳評価であっても、表に示すとおり、コンクリート外表面から約5
㎜内側でコンクリートの許容温度である200℃を下回る。
評価上、コンクリート外壁の250㎜のうち、表層部約5㎜以外の構造健全性は維持されることから、施設全体とし
て大きな影響はないと考える。
また、保管廃棄施設・Ｌは地下ピット式の保管廃棄施設であり、保管廃棄している放射性固体廃棄物は、地上レ
ベルより下に位置している。そのため、保管廃棄している廃棄物からの直接ガンマ線は、土壌による遮蔽が見込
まれるが、地上部に立ち上がるコンクリート外壁は遮蔽を期待するものではない。

コンクリート厚（mm） 0 2 3 4 4.5 4.75 5 10 50 250

重畳火災※ 温度

保管廃棄施設・L 453 305 256 220 206 199 194 152 101 51

排水貯留ポンド 426 292 248 214 201 195 191 152 101 51

表 コンクリート内部の温度推移

※重畳火災：森林火災と航空機落下による火災の重畳

外表面 内表面

GL
約0.5m

評価対象コンクリート外壁部

離隔距離

（例）保管廃棄施設・Ｌ

土壌



参考資料１（対象飛来物の他の原子炉施設への影響）
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対象となる飛来物（物置及びチェッカープレート）から他の原子炉施設までの離隔距離は、対象となる飛来物の
飛来距離と比較して十分離れていることから、他の原子炉施設に影響を与えることはない。

ＮＳＲＲ

ＪＲＲ－３

ＳＴＡＣＹ

約620～660m

約430～470m

約200～220m

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成）

チェッカープレート

対象飛来物と他の原子炉施設との離隔距離

物置

対象となる
飛来物

飛来距離
[m]

他の原子炉施設との離隔距離[m]

JRR-3 NSRR STACY

物置 109 約370 約640 約200

チェッカープレート 86
約430～

470
約620～

660
約200～

220

約200m

約640m

約370m

【対象となる飛来物】

■チェッカープレート（５基）
対策：重量化

チェッカープレート

物置

■物置（２基）
対策：重量化
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３-１ 外部事象影響（外部火災）に関する説明書 
  

参考資料２ 



添 3-1-2 

3-1-1 概要 

 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、想定される以下の外部火災に耐え得るよう設計

する。 

・原子力科学研究所（以下「原科研」という。）敷地外の森林火災が迫った場合でも、排

水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。 

・原科研敷地外の近隣の産業施設等（半径 10km以内）において火災・爆発が発生した場

合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。 

・原科研の敷地内に設置している LNG タンクが爆発した場合でも、排水貯留ポンド及び

保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。 

・原科研の敷地への航空機落下による火災を想定した場合でも、排水貯留ポンド及び保管

廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。 

 ここでは、上記の設計条件を確認するため、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対し

て、外部火災が発生した場合の影響を評価した。 

評価にあたっては、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド（原子力規制委員会，平成

25 年 6 月 19日）」[1]（以下「評価ガイド」という。）に従い、森林火災、近隣の産業施設等

の火災・爆発及び航空機落下による火災に対する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影

響について表 3-1-1-1に示すとおり評価を行った。 

 

表 3-1-1-1 外部火災影響評価の概要 

火災種別 考慮すべき火災 評価内容 評価項目 

1.森林火災 

原科研敷地※1外 10km 以内

に発火点を設定した排水

貯留ポンド及び保管廃棄

施設・Ｌに迫る森林火災 

・森林火災シミュレーショ

ン解析コード（FARSITE）
[2]を基にした森林火災影

響評価 

・森林火災影響評価に基づ

く排水貯留ポンド及び保

管廃棄施設・Ｌへの影響

評価 

・熱影響評価 

2.近隣の産

業施設等の

火災・爆発 

原科研敷地外半径 10km 以

内に存在する近隣の産業

施設等の火災・爆発※2 

・近隣の産業施設等につい

て排水貯留ポンド及び保

管廃棄施設・Ｌとの距離

等を考慮した影響評価 

・熱影響評価 

・爆発影響評価 

3.航空機落

下による火

災 

排水貯留ポンド及び保管

廃棄施設・Ｌへの航空機落

下確率にして 10-7（回/炉・

年）に相当する面積への航

空機落下時の火災 

・航空機落下による火災の

影響評価 

・航空機落下による火災と

森林火災との重畳事象 

・熱影響評価 
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※1：敷地の範囲については後節図 3-1-3-1 に示す。 

※2：原科研敷地外半径 10km以内に存在する常陸那珂火力発電所、核燃料サイクル工学研究

所、東海第二発電所、日立オイルターミナル及び日立油槽所を対象に評価を行った。

また、原科研敷地内の代表的な施設である第 2ボイラー液化天然ガス（LNG）タンクを

対象に評価を行った。 

 

3-1-2 結果 

 外部火災による影響評価の結果、以下に示すとおり、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・

Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認したことから、排水貯留ポンド及び保管廃棄施

設・Ｌで想定される外部火災が発生した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの

安全機能を損なわない。 

(1) 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対する火災（森林火災及び重畳事象を想定し

た火災）については、以下のことから、健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

・コンクリート外壁の表面温度が、コンクリートの強度に影響がないとされている温度

（以下「コンクリートの許容温度」という。）である 200℃[3]を上回ることを確認し

たが、表層のみの温度上昇であり、内部火災に至るおそれはない。 

・保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度が、鉄鋼材料の使用可能温度（以下「鉄鋼の許

容温度」という。）である 350℃[4]を下回ることを確認した。 

(2) 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対する火災（近隣の産業施設等の火災及び航

空機落下による火災）については、コンクリート外壁の表面温度が、コンクリートの許

容温度を下回ること、保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度が、鉄鋼の許容温度を下回

ることから、健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

(3) 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対する近隣の産業施設等の爆発については、

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌと爆発源との離隔距離が危険限界距離を上回る

ことから、健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

 評価の詳細を次節以降に示す。 

 

3-1-3 森林火災による影響評価 

 

3-1-3-1 評価方針 

原科研敷地外を発火点とした排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに迫る森林火災につ

いて、その火災が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに及ぼす影響を評価ガイドに従い、

評価する。 

 

3-1-3-2 評価方法 

評価ガイドにおいては、森林火災の原子力発電所への影響を評価するための解析コード
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として、森林火災シミュレーション解析コード（FARSITE）の利用を推奨しているため、排

水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの森林火災の影響評価においては、FARSITEで使用して

いる評価式[2]、評価ガイドに示されている評価式及び参考文献を用いて評価を行う。 

 

3-1-3-3 判断基準 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度が、コンクリートの許容温度（200℃）

又は鉄鋼の許容温度（350℃）を下回ること。なお、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌ

の表面温度が、許容温度を上回る場合は、内部火災に至らないこと。 

 

3-1-3-4 評価条件 

(1) 風向は平成 27 年 2 月 6 日に申請した原子力科学研究所原子炉設置変更許可申請書

（26原機（安）108）添付書類六に記載の原科研近隣の卓越風である北西風及び北東

風を考慮し、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの風上に発火点を想定する。 

(2) 風速は、過去（2006年～2016年）の水戸気象台の観測データ[5]から、最大風速 17.5m/s

（2014年 2月及び 2016年 1月）を採用する。ただし、地表面での風速は樹木などの

障害物の影響により遅くなることを考慮し、前述の 17.5m/sに 0.3を乗じた風速とす

る[6]。 

(3) 発火点は、まず人為的行為及び卓越風向を考慮し、白方霊園に設定する（ケース①）。

次に可能性は低いものの、森林の概況から別の延焼ルートの起点となりうる発火点を

国道 245 号線沿いに設定し（ケース②）、これについても検討を行う。なお、ルート

上で敷地境界に接している地点で発火した場合も含むものとする。原科研敷地周辺の

森林の概況及び想定発火点を図 3-1-3-1に示す[7][8]。 

(4) (3)で設定した発火点から発生する森林火災が敷地境界を越え、原科研敷地内の森林

へ延焼すると仮定する。排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの想定発火点及び延焼

経路を図 3-1-3-2に示す。排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの近隣への延焼の場

合、火炎最接近点としては東側、西側及び南側の森林が考えられる（排水貯留ポンド

及び保管廃棄施設・Ｌの火災到達幅及び離隔距離については図 3-1-3-3 に示す。）た

め、各側の森林への延焼を想定する。ケース①②において東側、西側及び南側の森林

による火災のうち、最も保守的なものを示す。 

(5) 原科研敷地内の植生はクロマツ植林である[8]が、クロマツに対する各種パラメータ

（可燃物の表面積－体積比、可燃物の真の密度、樹冠の充填密度、可燃物の発熱量等）

が存在しないため、文献[9][10]からクロマツと生物分類が等しいアカマツ（マツ網マツ

目）のパラメータを用いる。 

(6) 森林火災の計算に必要なパラメータのうち、樹高、樹冠までの高さについては、原科

研の森林の状況を調査した結果（樹高：10m～16m、樹冠までの高さは 5m～8m）に対し、

FARSITEで用いている初期値（樹高：20m、樹冠までの高さは 4m）[2]が保守的な評価と
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なるため、これを一律に適用する。 

(7) 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁及び保管廃棄施設・Ｌの鋼

製蓋表面の初期温度については、夏季の日照中における表面温度が 40℃程度である

ことを考慮して、保守的に 50℃とする。 

(8) 土地の傾斜については、国土地理院・地理院地図（電子国土 web）より、敷地内にお

いて卓越風の風上から風下に向かっての傾斜角を調査し算出する。 

(9) 評価対象の表面からの自然放熱、内側からの冷却等の除熱は一切考慮しないものとす

る。 
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図 3-1-3-1 原科研敷地周辺の森林の概況及び想定発火点 

               出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成） 

        

 

 

 

保管廃棄施設・L 

排水貯留ポンド 
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図 3-1-3-2 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの想定発火点及び延焼経路 

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成） 

 

 

 

 

保管廃棄施設・L 

排水貯留ポンド 
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図 3-1-3-3 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺森林における火炎到達幅 

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成） 

 

 

：原科研敷地内森林 

N 

保管廃棄施設・L 

評価対象としたピット 

離隔距離 

（南側）：7m 

離隔距離 

（西側）：270m 

保管廃棄施設・L 

排水貯留ポンド 

離隔距離 

（西側）：7.7m 
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3-1-3-5 評価計算  

(1) 地表火の計算 

地表火の火線強度の計算には FARSITE 内で使用されている評価式及び評価ガイドに

記載されている評価式を用いる。 

式中の記号の定義及び値を表 3-1-3-1～表 3-1-3-3 に、計算結果を表 3-1-3-4 に示

す。これらは排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに最接近した森林についての仮定及

び測定値を用いる。 

 

延焼速度：𝑅[m/min] 

𝑅 =
𝐼𝑟𝜉(1 + 𝜱𝑊 + 𝜱𝑆)

𝜌𝑏휀𝑄𝑖𝑔
                                 

 

火線強度：𝐼𝑏[kW/m] 

𝐼𝑏 =
𝐼𝑟

60
 

12.6𝑅

𝜎
                                        

 

単位面積当たりの熱量：𝐻𝐴[kJ/m
2] 

𝐻𝐴＝𝐼𝑏

60

𝑅
                                            

 

火炎長：L𝑓[m] 

L𝑓 = 0.0775  𝐼𝑏
0.46                                   

 

燃焼継続時間：t[s] 

t＝𝐻𝐴

60

𝐼𝑟
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表 3-1-3-1 地表火評価式中のパラメータ及び値（入力値） 

パラメータ 値 備考 

𝜎 可燃物の表面積－体積比[cm-1] 70.44 文献[9]より引用 

𝜌𝑝 可燃物の真の密度[kg/m3] 516.19 文献[9]より引用 

𝑊0 単位面積当たりの可燃物量[kg/m2] 0.33 文献[9]より引用 

𝛿 可燃物の堆積深[m] 0.05 現地にて測定 

𝑀𝑓 可燃物の含水率 0.01 文献[9]より引用 

𝑀𝑥 限界含水率 0.31 文献[9]より引用 

𝑆𝑒 可燃物中のシリカ以外の無機含有率 0.024 文献[9]より引用 

𝑆𝑇 可燃物中の無機含有率 0.031 文献[9]より引用 

ℎ 可燃物の発熱量[kJ/kg] 19,958 文献[9]より引用 

𝑈 炎の高さ中央部の風速[m/min] 315.0 文献[5]、[6]を用いて算出 

 

表 3-1-3-2 地表火評価式中の傾斜角度の値（入力値） 

施設 
φ 傾斜角度 

［°］ 
備考 

保管廃棄施設・Ｌ 0.1 文献[7]より保守的に算出 

排水貯留ポンド 0.1 文献[7]より保守的に算出 

 

表 3-1-3-3 地表火評価式中のパラメータ（途中式） 

パラメータ 値 途中式[9] 

𝑊𝑛 可燃物の有機物量[kg/m2] 0.32 𝑊0(1 − 𝑆𝑇) 

𝜌𝑏 可燃物の堆積密度[kg/m3] 6.6 𝑊0 𝛿⁄  

𝛽 可燃物の堆積密度と比重の比 0.013 𝜌𝑏 𝜌𝑝⁄  

𝛽𝑜𝑝 
熱分解速度が最大となるとき

の𝛽 
0.006 0.20395･𝜎−0.8189 

𝐴 定数（Γ′に使用） 0.307 8.9033･𝜎−0.7913 

Γ′𝑚𝑎𝑥 最大熱分解速度定数 15.61 (0.0591 + 2.926𝜎−1.5)−1 

Γ′ 理想熱分解速度定数 14.11 Γ′𝑚𝑎𝑥 [(𝛽 𝛽𝑜𝑝⁄ )𝑒
(1−

𝛽
𝛽𝑜𝑝

⁄ )
]

𝐴

 

𝜂𝑀 
可燃物中の水分による熱分解

速度減少係数 
0.922 1 − 2.59 (

𝑀𝑓

𝑀𝑥
) + 5.11 (

𝑀𝑓

𝑀𝑥
)

2

− 3.52 (
𝑀𝑓

𝑀𝑥
)

3

 

𝜂𝑆 
可燃物中の無機物による熱分

解速度減少係数 
0.353 0.174𝑆𝑒

−0.19 
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𝐼𝑟 
燃焼による単位時間当たりの

放出熱量[(kJ/min)/m2)] 
29,339 Γ′･𝑊𝑛･ℎ･𝜂𝑀･𝜂𝑆 

ε 
炎によって加熱される可燃物

の割合 
0.938 𝑒−4.528 𝜎⁄  

ξ 
可燃物の加熱に消費される放

出熱量の割合 
0.051 (192 + 7.9095𝜎)−1･𝑒(0.792+3.7597√𝜎)(𝛽+0.1) 

𝑄𝑖𝑔 
単位重量当たりの可燃物が発

火するまでに必要な熱量 
607 581 + 2594𝑀𝑓 

𝐵 定数（𝜙𝑊に使用） 1.591 0.15988𝜎0.54 

𝐶 定数（𝜙𝑊に使用） 0.001 7.47𝑒−0.8711𝜎0.55
 

𝐸 定数（𝜙𝑊に使用） 0.331 0.715𝑒−0.01094𝜎 

𝜙𝑊 風による割増し係数 43.4 𝐶(3.281𝑈)𝐵(𝛽 𝛽𝑜𝑝⁄ )
−𝐸

 

𝜙𝑆 傾斜による割増し係数 0.0001 5.275𝛽−0.3･(tan(𝜙 180𝜋⁄ ))2 

 

表 3-1-3-4 評価式を用いた計算結果（地表火） 

計算パラメータ 計算値 

𝑅 延焼速度［m/min］ 17.8 

𝐼𝑏 火線強度［kW/m］ 1.56×103 

𝐻𝐴 単位面積当たりの熱量［kJ/m2］ 5.25×103 

𝐼𝑅 =
𝐼𝑟

60
 反応強度［kW/m2］ 489 

𝐿𝑓 火炎長［m］ 2.30 

𝑡 燃焼継続時間［s］ 10.7 

 

(2) 樹冠火の計算 

  樹冠火の火線強度の計算には FARSITE内で使用されている評価式[2]を用いる。 

 本評価では、地表火及び樹冠火からの発熱が同時に作用するように、延焼速度及び燃焼

継続時間は地表を伝播する火災と同じとして保守的な評価を行う。また、火炎長に関して

は地表を伝播する火災と同様の評価式を用いる。 

式中の記号の定義及び値を表 3-1-3-5 及び表 3-1-3-6 に、計算結果を表 3-1-3-7 に示

す。 

 

火線強度：𝐼𝐶[kW/m] 

𝐼𝐶 = 300 (
𝐼𝐵

300𝑅
+ 𝐶𝐹𝐵・𝐶𝐵𝐷(𝐻 − 𝐶𝐵𝐻)) 𝑅                        

 



添 3-1-12 

単位面積当たりの熱量：𝐻′𝐴[kJ/m
2] 

𝐻′𝐴 = 𝑤 × ℎ′                                                    

 

  

反応強度：𝐼′𝑅[kW/m
2] 

𝐼′𝑅 =
𝐻′𝐴

𝑡
                                                       

 

火炎長：𝐿′𝑓[m] 

𝐿′𝑓 = 0.0775  𝐼𝑐
0.46                                     

 

表 3-1-3-5 樹冠火評価式中のパラメータ及び値（入力値） 

パラメータ 値 備考 

𝐻 樹木高さ[m] 20 文献[2]より引用 

𝐶𝐵𝐻 樹冠までの高さ[m] 4 文献[2]より引用 

𝐶𝐵𝐷 樹冠の充填密度[kg/m3] 0.06 文献[11]より引用 

ℎ′ 可燃物の発熱量[kJ/kg] 18,000 文献[2]より引用 

𝑀 葉の含水率[%] 85 文献[12]より引用 

𝑅 延焼速度[m/min] 17.8 地表火計算結果 

𝑡 燃焼継続時間[s] 10.7 地表火計算結果 

 

表 3-1-3-6 樹冠火評価式中のパラメータ（途中式） 

パラメータ 値 途中式 

𝐼0 樹冠火発生閾値[kW/m] 1,098 (0.010𝐶𝐵𝐻(460 + 25.9𝑀))
3 2⁄

 

𝑅𝐴𝐶 有効樹冠延焼速度[m/min] 50 3/CBD 

𝑅0 臨界表目燃焼速度[m/min] 12.56 𝐼0 ∙ 𝑅 𝐼𝑏⁄  

𝛼𝑐 延焼速度と𝐶𝐹𝐵間の係数 0.07 −𝑙𝑛(0.1) 0.9(𝑅𝐴𝐶 − 𝑅0)⁄  

𝐶𝐹𝐵 樹冠燃焼率[%] 0.301 1 − 𝑒−𝛼𝑐(𝑅−𝑅0) 

𝑤 単位面積当たりの燃料量[kg/m2] 0.29 (𝐻 − 𝐶𝐵𝐻) 𝐶𝐹𝐵 ∙ 𝐶𝐵𝐷 

𝐼𝐵 火炎反応強度[kW/m] 1,543 ℎ′𝑤𝑅 60⁄    

 

表 3-1-3-7 評価式を用いた計算結果（樹冠火） 

計算パラメータ 計算値 

𝐼𝐶 火線強度[kW/m] 3.09×103 

𝐻′𝐴 単位面積当たりの熱量[kJ/m2] 5.21×103 
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𝐼′𝑅 反応強度[kW/m2] 485 

𝐿′𝑓 火炎長[m] 3.12 

 

以上の結果より決定した森林火災の影響評価に用いるパラメータを表 3-1-3-8に示す。

なお、反応強度 𝐼′′𝑅は地表火の反応強度𝐼𝑅と樹冠火の反応強度𝐼′𝑅の合計値を、火炎長は樹

冠火の火炎長𝐿′𝑓を用いる。 

 

表 3-1-3-8 森林火災影響評価用パラメータ 

パラメータ 計算値 

𝑅 延焼速度[m/min] 17.8 

𝐼′′𝑅 反応強度[kW/m2] 974 

𝐿′𝑓 火炎長[m] 3.12 

𝑡 燃焼継続時間[s] 10.7 

 

(3) 受熱面輻射強度の計算 

評価ガイドを参考に、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの森林火災による熱影響評

価を行う。まず前節で算出した火炎長から燃焼半径を計算し、円筒火炎モデル数を求める。

次に各円筒火炎モデルから熱影響評価を行う受熱面の各離隔距離から形態係数を計算し、

形態係数と火炎のエネルギーを示す火炎輻射発散度から受熱面における受熱面輻射強度

を求める。火炎輻射発散度は、地表火と樹冠火の合計の反応強度から求める。反応強度は、

火炎から輻射として放出されるエネルギーと、煙等の対流として放出されるエネルギー

の合計であることから、参考文献[10]より反応強度に対する輻射と対流の割合を求める。 

円筒火炎モデル評価の概要を図 3-1-3-4に示す。 

 

燃焼半径：𝑟[m] 

𝑟 =
𝐿′𝑓
3

                                                   

 

円筒火炎モデル数：𝐹 

𝐹 =
𝑊

2𝑟
                                                   

 

形態係数：𝜙𝑖 

𝜙𝑖 =
1

𝜋𝑛
 𝑡𝑎𝑛−1 (

𝑚

√𝑛2 − 1
) +

𝑚

𝜋
 {

(𝐴 − 2𝑛)

𝑛√𝐴𝐵
 𝑡𝑎𝑛−1 [√

𝐴(𝑛 − 1)

𝐵(𝑛 + 1)
] −

1

𝑛
𝑡𝑎𝑛−1 [√

(𝑛 − 1)

(𝑛 + 1)
]} 



添 3-1-14 

  

𝑖 = 1,2,3,4, ⋯ , 𝑚 =
𝐿′𝑓

𝑟
≒ 3，𝑛 =

𝐿𝑖

𝑟
，𝐴 = (1 + 𝑛)2 + 𝑚2，𝐵 = (1 − 𝑛)2 + 𝑚2， 

 

𝑊：火炎到達幅[m] 

𝐿𝑖：離隔距離[m]  

 

火炎輻射発散度：𝑅𝑓 [kW/m
2] 

𝑅𝑓 = 0.377 ∙ 𝐼′′𝑅                                         

 

受熱面輻射強度：𝐸1, 𝐸2,3,4⋯[kW/m
2] 

𝐸1 = 𝑅𝑓 ∙ 𝜙1                                            

𝐸2,3,4⋯ = 2 ∙ 𝑅𝑓 ∙ 𝜙2,3,4⋯                                   

 

 

 

図 3-1-3-4 円筒火炎モデル評価の概要 

 

(4) 受熱面の温度評価 

(3)で求めた受熱面輻射強度から、以下に示す 1次元熱伝導方程式の一般解の式[13]を用

いて受熱面における温度評価を行う。 

受熱面の温度：𝑇𝑖[℃] 

𝑇𝑖 = 𝑇0 +
2 × 𝐸𝑖√𝑎 × 𝑡

𝜆
× [

1

√𝜋
× 𝑒𝑥𝑝 (−

𝑥2

4 × 𝑎 × 𝑡
) −

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
× 𝑒𝑟𝑓𝑐 (

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
)] 
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ただし、 

𝑖 = 1,2,3,4,･･･, 

𝑇0：初期温度[℃] 

 𝑎：温度伝導率[m2/s]（𝑎 = 𝜆 (𝜌 × 𝐶𝑝)⁄  ） 

𝐶𝑝：比熱[コンクリート 0.963(kJ/(kg･K))、鉄鋼 0.465(kJ/(kg･K))] 

 𝜌：密度[コンクリート 2,400(kg/m3)、鉄鋼 7,850 (kg/m3)] 

𝜆：熱伝導率[コンクリート 1.74(W/(m･K)) 、鉄鋼 43(W/(m･K))] 

𝑥：深さ[m] 

𝑡：燃焼継続時間[s] 

 

3-1-3-6 森林火災による影響評価結果 

評価の結果、森林火災が発生しても、以下に示すとおり、排水貯留ポンド及び保管廃棄

施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認した。評価結果を表 3-1-3-9に示す。 

(1) 保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、338℃であり、コンクリートの

許容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度上昇であり、内部火災に至るおそれは

ない※。 

※：保管廃棄されている代表的な可燃物の発火点を以下に示す。 

   紙（約 290℃[14]）、木材（約 250℃[14]）、ポリエチレン（約 330℃[15]） 

(2) 保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、96℃であり、鉄鋼の許容温度（350℃）を

下回る。 

(3) 排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、311℃であり、コンクリートの許

容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度上昇であり、液体を貯留していることか

ら、内部火災に至るおそれはない。 

 

表 3-1-3-9 森林火災による保管廃棄施設・Ｌの表面温度評価結果 

施設 評価対象 
表面温度 

(℃) 

内表面温度※1 

(℃) 

保管廃棄施設・Ｌ 
コンクリート外壁 338 87 

鋼製蓋 96 － 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 311 84 

※1：コンクリート外壁表面から 5mm内側の温度であり、表面温度と同様に１次元熱伝導

方程式の一般解の式を用いて評価 
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3-1-4 近隣の産業施設等の火災・爆発による影響評価 

 

3-1-4-1 評価方針 

  近隣の産業施設等で発生した、以下に示す火災・爆発について、その火災・爆発が排水

貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに及ぼす影響を評価ガイドに従い、評価する。 

(1) 原科研敷地外半径 10km以内に存在する危険物貯蔵所における火災（以下「敷地外火

災」という。） 

(2) 原科研敷地外半径 10km以内に存在する高圧ガスタンクにおける爆発（以下「敷地外

爆発」という。） 

(3) 原科研敷地内に存在する高圧ガスタンクにおける爆発（以下「敷地内爆発」という。） 

 

3-1-4-2 評価方法 

(1) 敷地外火災については、火災発生から燃料が燃え尽きるまでの間、排水貯留ポンド及

び保管廃棄施設・Ｌの表面が加熱されるものとして熱影響を評価する。 

(2) 敷地外爆発及び敷地内爆発については、高圧ガスタンクが爆発した場合の爆発影響

を評価する。 

(3) 評価を行うタンクの容量（燃料量）は、危険物施設として許可された最大貯蔵量とす

る。 

(4) 気象状態は無風状態とする。 

(5) 離隔距離は排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの外表面からタンクの位置までの

直線距離とし、熱影響評価は、タンクと排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌ間の高低

差及び遮蔽となり得る建築物が存在しないものとして評価する。 

 

3-1-4-3 判断基準 

(1) 敷地外火災については、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度が、コンク

リートの許容温度（200℃）又は鉄鋼の許容温度（350℃）を下回ること。なお、排水貯

留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度が、許容温度を上回る場合は、内部火災に至

らないこと。 

(2) 敷地外爆発及び敷地内爆発については、爆発源と排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・

Ｌまでの離隔距離が危険限界距離（爆風圧が 0.01MPa以下（人体に対して影響を与えな

い爆風圧）になる距離）を上回ること。 

 

3-1-4-4 評価条件 

(1) 敷地外火災に関する評価条件 

原科研敷地外半径 10km 以内に存在する危険物貯蔵所として、常陸那珂火力発電所、

核燃料サイクル工学研究所、東海第二発電所、日立オイルターミナル及び日立油槽所が
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存在する。 

評価に用いるデータを表 3-1-4-1に示す。 

 

表 3-1-4-1 原科研敷地外各危険物貯蔵所における火災影響評価対象データ 

項 目 

常陸那珂火力

発電所 

軽油タンク 

核燃料サイク

ル工学研究所

重油タンク 

東海第二 

発電所 

重油タンク 

日立オイルタ

ーミナル及び

日立油槽所 

重油タンク 

内容物 軽油 重油 重油 重油 

容量（燃料量）[m3] 7,000 588 500 10,885 

輻射発散度[W/m2] 4.2×104 2.3×104 2.3×104 2.3×104 

燃焼速度[m/s] 5.5×10-5 2.8×10-5 2.8×10-5 2.8×10-5 

燃焼半径[m] 16.0 11.3 8.5 43.7 

火炎の高さ[m] 47.9 33.9 25.4 131.1 

燃料タンクの防油堤

面積[m2] 
800 400 225 6,000 

燃焼継続時間[hr] 44.2 14.6 22.1 18.0 

保管廃棄施設・Ｌ 

離隔距離[m] 2,000 1,970 1,230 5,480 

輻射強度[W/m2] 5.14 1.45 2.09 2.81 

形態係数 1.22×10-4 6.29×10-5 9.09×10-5 1.22×10-4 

排水貯留ポンド 

離隔距離[m] 2,090 2,100 1,240 5,500 

輻射強度[W/m2] 4.70 1.27 2.06 2.79 

形態係数 1.12×10-4 5.54×10-5 8.94×10-5 1.21×10-4 

容量（燃料量）は、危険物施設として許可された最大貯蔵量とし、各施設に存在する

タンクの合計値とする。例えば常陸那珂火力発電所については、軽油が 3,500m3タンク

で 2基存在するため、これらを合計して 7,000 m3としている。 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁及び鋼製蓋表面の初期温

度については、夏季の日照中における表面温度が 40℃程度であることを考慮して、保

守的に 50℃とする。 

 

(2) 敷地外爆発に関する評価条件 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌから 10km以内には、以下の高圧ガスを保有す

る日立 LNG基地が存在するため、これらガスタンクによる爆発の影響評価を行う。 

評価に用いるデータを表 3-1-4-2に示す。 
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表 3-1-4-2 日立 LNG基地 LNG タンク及び LPGタンクのデータ 

日立 LNG基地 LNGタンク 

LNGタンク貯蔵量 97,704トン（230,000m3） 

密度 0.4248t/m3 

離隔距離 3,270m 

LNGの𝐾値 7.14×105 

貯蔵設備又は処理設備の𝑊値 313 

日立 LNG基地 LPGタンク 

LPGタンク貯蔵量 31,000トン（50,000m3） 

密度 0.6200t/m3 

離隔距離 3,270m 

LPGの𝐾値 8.88×105 

貯蔵設備又は処理設備の𝑊値 176 

 

(3) 敷地内爆発に関する評価条件 

第 2ボイラーの液化天然ガス（LNG）タンク 2基について、高圧ガス漏えいによる爆

発の評価を行う。敷地内爆発の評価については、評価ガイドの敷地外爆発の評価式を準

用する。ここで算出する危険限界距離が、LNGタンクと排水貯留ポンド及び保管廃棄施

設・Ｌ間に必要な距離となる。第２ボイラーLNGタンクと排水貯留ポンド及び保管廃棄

施設・Ｌの離隔距離を図 3-1-4-1に示す。 

評価に用いるデータを表 3-1-4-3に示す。 

 

表 3-1-4-3 第 2ボイラー液化天然ガス（LNG）タンクのデータ 

データ種類 内容 

LNG タンク最大貯蔵量（2基） 65.5トン（154m3） 

密度 0.4248t/m3 

離隔距離 430m 

LNG の𝐾値 7.14×105 

貯蔵設備又は処理設備の𝑊値 8.09 
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図 3-1-4-1 第２ボイラーLNG タンクと排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの離隔距離 

出典：国土交通省 国土地理院（資料を加工して作成） 

 

 

第２ボイラー 
LNGタンク 

保管廃棄施設・Ｌ 

排水貯留ポンド 

離隔距離 
約 430m 
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3-1-4-5 評価計算 

(1) 敷地外火災に関する評価計算 

 

燃料の燃焼時間は、以下の式を用いて評価する[1]。 

𝑡 =
V

(π𝑅2×ν)
                                

            

𝑡：燃焼時間[s] 

V：燃料量[m3] 

ν：燃焼速度[m/s] 

𝑅：燃焼半径[m] 

 

外壁温度は、以下の式を用いて評価する[13]。 

𝑇 = 𝑇0 +
2 × 𝐸√𝑎 × 𝑡

𝜆
× [

1

√𝜋
× 𝑒𝑥𝑝 (−

𝑥2

4 × 𝑎 × 𝑡
) −

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
× 𝑒𝑟𝑓𝑐 (

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
)] 

 

𝑇：外壁温度[℃] 

𝑇0 ：初期温度[℃] 

𝐸：輻射強度[W/m2] 

𝑎：温度伝導率[m2/s]（ 𝑎 = 𝜆 (𝜌 × 𝐶𝑝)⁄ ） 

𝐶𝑝：比熱[コンクリート 0.963(kJ/(kg･K))、鉄鋼 0.465(kJ/(kg･K))] 

𝜌：密度[コンクリート 2,400(kg/m3)、鉄鋼 7,850(kg/m3)] 

𝜆：熱伝導率[コンクリート 1.74(W/(m･K))、鉄鋼 43(W/(m･K))] 

𝑥：深さ[m]  

𝑡：燃焼継続時間[s]  

 

輻射強度は、以下の式を用いて評価する。 

𝐸 = 𝑅𝑓 × φ                           

 

𝐸：輻射強度[W/m2] 

𝑅𝑓：輻射発散度[W/m2] 

φ：形態係数[-] 

 

形態係数は、以下の式を用いて評価する。 
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φ =
1

𝜋𝑛
𝑡𝑎𝑛−1 (

𝑚

√𝑛2 − 1
) +

𝑚

𝜋
{

(𝐴 − 2𝑛)

𝑛√𝐴𝐵
𝑡𝑎𝑛−1 [√

𝐴(𝑛 − 1)

𝐵(𝑛 + 1)
] −

1

𝑛
𝑡𝑎𝑛−1 [√

(𝑛 − 1)

(𝑛 + 1)
]}   

 

𝑚 =
𝐻

𝑅
≒ 3, 𝑛 =

𝐿

𝑅
, 𝐴 = (1 + 𝑛)2 + 𝑚2,    𝐵 = (1 − 𝑛)2 + 𝑚2 

  

φ：形態係数[-] 

𝐿 ：離隔距離[m] 

 𝐻 ：火炎長[m] 

 𝑅：燃焼半径[m] 

燃焼半径は燃焼面積が防油堤面積に等しいと考えて算出する。 

 

 (2) 敷地外爆発に関する評価計算 

 

危険限界距離は、評価ガイドに示された以下の式を用いて評価する。 

 

𝑋 = 0.04𝜆√𝐾 × 𝑊
3

                      

 

𝑋：危険限界距離[m]  

𝜆：換算距離[m/kg1/3]（14.4） 

𝐾：石油類の𝐾値[-]  

𝑊：設備定数[-] 

 

  ただし、同施設には２つの独立したガスタンクが存在するため、評価ガイドに従い、

（𝐾 × 𝑊）相当量を以下の式を用いて評価する。 

なお、LNG 及び LPGの𝐾値についてはそれぞれ評価ガイド記載の最も保守的な値と

なる-80℃以上のメタンの𝐾値 7.14×105、100℃以上のプロパンの値 8.88×105 を用

いる。 

 

(𝐾 × 𝑊)𝐿𝑁𝐺+𝐿𝑃𝐺 = 𝐾𝐿𝑁𝐺 × (√𝑊1 + 𝑊2 ×
𝑊1

𝑊1 + 𝑊2
) + 𝐾𝐿𝑃𝐺 × (√𝑊1 + 𝑊2 ×

𝑊2

𝑊1 + 𝑊2
) 

 

𝑊1：日立 LNG基地における LNG貯蔵設備の貯蔵定数[-] 

𝑊2：日立 LNG基地における LPG貯蔵設備の貯蔵定数[-] 

𝐾𝐿𝑁𝐺：LNGの石油類の𝐾値[-] 
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𝐾𝐿𝑃𝐺：LPGの石油類の𝐾値[-] 

(𝐾 × 𝑊)𝐿𝑁𝐺+𝐿𝑃𝐺：日立 LNG基地における(𝐾 × 𝑊)値 

 

(3) 敷地内爆発に関する評価計算 

 

危険限界距離は、評価ガイドに示された以下の式を用いて評価する。 

 

𝑋 = 0.04𝜆√𝐾 × 𝑊
3

                      

 

𝑋：危険限界距離[m]  

𝜆：換算距離[m/kg1/3]（14.4） 

𝐾：石油類の𝐾値[-]  

𝑊：設備定数[-] 

 

3-1-4-6 近隣の産業施設等の火災・爆発による影響評価結果 

(1) 敷地外火災に関する評価結果 

評価の結果、各危険物貯蔵所で火災が発生しても、以下に示すとおり、排水貯留ポン

ド及び保管廃棄施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

評価結果を表 3-1-4-4に示す。 

・保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、最高でも 52℃であり、コン

クリートの許容温度（200℃）を下回る。 

・保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、最高でも 51℃であり、鉄鋼の許容温度

（350℃）を下回る。 

・排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、最高でも 52℃であり、コンク

リートの許容温度（200℃）を下回る。 

 

表 3-1-4-4 各危険物貯蔵所における火災影響評価結果 

危険物貯蔵所 評価対象施設 
表面温度 

評価結果 

常陸那珂火力発電所 

軽油タンク 

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 52℃ 

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃ 

排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 52℃ 

核燃料サイクル工学研究所 

重油タンク 

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃ 

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃ 

排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃ 

東海第二発電所 保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃ 
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重油タンク 保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃ 

排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃ 

日立オイルターミナル及び

日立油槽所 重油タンク 

保管廃棄施設・Ｌ（コンクリート外壁） 51℃ 

保管廃棄施設・Ｌ（鋼製蓋） 51℃ 

排水貯留ポンド（コンクリート外壁） 51℃ 

 

(2) 敷地外爆発に関する評価結果 

評価の結果、危険限界距離は 373mであり、日立 LNG基地と排水貯留ポンド及び保管

廃棄施設・Ｌの離隔距離 3,270m※を下回ることから、日立 LNG 基地で爆発が発生して

も、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

※：排水貯留ポンドと保管廃棄施設・Ｌは、同一の敷地内に設置していることから、

離隔距離は同一として評価 

影響評価結果を表 3-1-4-5に示す。 

 

表 3-1-4-5 日立 LNG基地 LNGタンク及び LPGタンクにおける爆発影響評価結果 

想定爆発源 危険限界距離 

日立 LNG基地 

LNGタンク及び LPGタンク 
373m 

 

 

(3) 敷地内爆発に関する評価結果 

評価の結果、危険限界距離は 104mであり、第 2ボイラー液化天然ガス（LNG）タン

クと排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの離隔距離 430m※を下回ることから、第 2

ボイラーで爆発が発生しても、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの健全性に影響

を及ぼさないことを確認した。 

※：排水貯留ポンドと保管廃棄施設・Ｌは、同一の敷地内に設置していることか

ら、離隔距離は同一として評価 

評価結果を表 3-1-4-6に示す。 

 

表 3-1-4-6 第 2ボイラー液化天然ガス（LNG）タンクにおける爆発影響評価結果 

想定爆発源 危険限界距離 

第 2 ボイラー 

液化天然ガス（LNG）タンク 
104m 
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3-1-5 航空機落下による火災の影響評価 

 

3-1-5-1 評価方針 

  排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺への航空機落下により発生する火災に対

して、その火災が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響を及ぼさないことを評価ガ

イドに従い、評価する。 

 

3-1-5-2 評価方法 

航空機落下確率が 10-7（回／炉・年）に相当する面積を求め、その範囲の外周部に航空

機が落下した場合の火災による影響を評価する。 

航空機落下事故については、民間機、自衛隊機及び米軍機では落下事故の発生状況が必

ずしも同一ではなく、自衛隊機及び米軍機の中でも機種によって飛行形態が同一ではな

いことから、表 3-1-5-1に示すカテゴリに分類し、評価を実施する。 

 

表 3-1-5-1 航空機落下評価及び航空機落下による外部火災影響評価 

外部火災影響評価 

計器飛行方式民間機 
飛行場での離着陸時 

航空路を巡航中 

有視界飛行方式民間機 

自衛隊機又は 

米軍機 

訓練空域外を飛行中 

空中給油等、高高度での巡航が想定される

大型固定翼機 

その他の大型固定翼機、小型固定翼機及び

回転翼機 

基地－訓練空域間を往復時 

 

3-1-5-3 判断基準 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度が、コンクリートの許容温度（200℃）

又は鉄鋼の許容温度（350℃）を下回ること。なお、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・

Ｌの表面温度が、許容温度を上回る場合は、内部火災に至らないこと。 

 

3-1-5-4 評価条件 

(1) 火災発生から燃料が燃え尽きるまでの間、一定の輻射強度で排水貯留ポンド及び保

管廃棄施設・Ｌの表面（コンクリート又は鉄鋼）が加熱され続けるものとして、評価

する。 
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(2) 落下を想定する航空機は、各カテゴリについて、燃料積載量が最大の機種とする。表

3-1-5-2に各カテゴリの対象航空機を示す。 

 

表 3-1-5-2 評価対象航空機のパラメータ 

   

民間機 自衛隊機又は米軍機 

計器飛行方式 
有視界 

飛行方式 

訓練空域外を飛行中 基地－訓練

空域間を往

復時 
離着陸時 巡航中 

空中 

給油機等 
その他 

対象航空機 B747-400 AS332L1 KC-767 F-15 

燃料種類 JET A-1 JET A-1 JP-4 JP-4 

燃料最大積載量 

[m3] 
216.84[16] 3.0[17] 145.03[18] 14.87[19] 

輻射発散度 

𝑅𝑓 [W/m
2] 

5.0×104[1] 5.8×104[1] 

質量低下速度 

𝑀[kg/(m2･s)] 
0.039[20] 0.051[20] 

燃料密度 

𝜌[kg/m3] 
850[21] 760[20] 

燃焼速度 

𝑣[m/s] 

（𝑣 = 𝑀 𝜌⁄ ） 

4.59×10-5 6.71×10-5 

 

3-1-5-5 航空機落下地点と保管廃棄施設・Ｌとの離隔距離の評価 

「実用発電用原子炉施設への航空機落下確率に対する評価基準について（平成 14・07・

29原院第 4号）」[22]に従い、落下確率が 10-7（回／炉・年）に相当する面積を算出し、こ

の面積を用いて、離隔距離を求める。 

算出結果を表 3-1-5-3に示す。 
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表 3-1-5-3 航空機落下地点と排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌとの離隔距離 

   

民間機 自衛隊機又は米軍機 

計器飛行方式 
有視界 

飛行方式 

訓練空域外を飛行中 基地－訓

練空域間

を往復時 
離着陸時 巡航中 

空中給油

機等 
その他 

対象航空機 B747-400 AS332L1 KC-767 F-15 

保管廃棄施設・Ｌ 

排水貯留ポンド 
361ｍ 20ｍ 339ｍ 23ｍ 

 

3-1-5-6 評価計算 

燃焼継続時間は、以下の式を用いて評価する[1]。 

𝑡 =
𝑉

𝜋𝑅2 × 𝜈
                                             

𝑡：燃焼継続時間[s] 

𝑉：燃料量[m3] 

𝜈：燃焼速度[m/s]（ν = 𝑀 𝜌⁄ ） 

𝑀：質量低下速度[kg/(m2･s)] 

𝜌：燃料密度[kg/m3] 

𝑅：燃焼半径[m] 

 

外壁の温度は、以下の式を用いて評価する[13]。 

𝑇 = 𝑇0 +
2 × 𝐸√𝑎 × 𝑡

𝜆
× [

1

√𝜋
× 𝑒𝑥𝑝 (−

𝑥2

4 × 𝑎 × 𝑡
) −

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
× 𝑒𝑟𝑓𝑐 (

𝑥

2 × √𝑎 × 𝑡
)] 

 

 

𝑇：外壁温度[℃] 

𝑇0：初期温度[℃] 

𝐸：輻射強度[W/m2] 

𝑎：温度伝導率[m2/s]（𝑎 = 𝜆 (𝜌 × 𝐶𝑝)⁄ ） 

𝐶𝑝：比熱[kJ/(kg･K)] 

𝜌：密度[kg/m3] 

𝜆：熱伝導率[W/(m･K)] 

𝑥：深さ[m] 

𝑡：燃焼継続時間[s] 
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輻射強度は、以下の式を用いて評価する。 

𝐸 = 𝑅𝑓 × 𝜑                                                      

 

𝐸：輻射強度[W/m2] 

𝑅𝑓：輻射発散度[W/m2] 

φ：形態係数[-] 

 

形態係数は、以下の式を用いて評価する。 

𝜑 =
1

𝜋𝑛
 𝑡𝑎𝑛−1 (

𝑚

√𝑛2 − 1
) +

𝑚

𝜋
 {

(𝐴 − 2𝑛)

𝑛√𝐴𝐵
 𝑡𝑎𝑛−1 [√

𝐴(𝑛 − 1)

𝐵(𝑛 + 1)
] −

1

𝑛
𝑡𝑎𝑛−1 [√

(𝑛 − 1)

(𝑛 + 1)
]} 

 

m =
𝐻

𝑅
≒ 3、𝑛 =

𝐿

𝑅
、𝐴 = (1 + 𝑛)2 + 𝑚2、𝐵 = (1 − 𝑛)2 + 𝑚2 

 

𝜑：形態係数[-] 

𝐿：離隔距離[m] 

𝐻：火炎長[m] 

𝑅：燃焼半径[m] 

 

燃焼半径は燃焼面積が航空機の面積（全長×胴体全幅）に等しいと考えて算出する。 

 

3-1-5-7 評価結果 

評価の結果、航空機落下による火災が発生しても、以下に示すとおり、排水貯留ポンド

及び保管廃棄施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさないことを確認した。 

評価結果を表 3-1-5-4に示す。 

(1) 保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、最高でも 165℃であり、コンク

リートの許容温度（200℃）を下回る。 

(2) 保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、最高でも 69℃であり、鉄鋼の許容温度

（350℃）を下回る。 

(3) 排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、最高でも 165℃であり、コンクリ

ートの許容温度（200℃）を下回る。 
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表 3-1-5-4 各航空機の評価結果 

対象航空機 施設 評価対象 
評価結果 

表面温度 

計器飛行方式

民間機 

機種名：B747-

400（飛行場で

の離着陸時、航

空路を巡航中） 

保管廃棄施設・Ｌ 

コンクリート外壁 58℃ 

鋼製蓋 52℃ 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 58℃ 

有視界飛行方

式民間機 

機 種 名 ：

AS332L1 

保管廃棄施設・Ｌ 

コンクリート外壁 131℃ 

鋼製蓋 63℃ 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 131℃ 

自衛隊機又は

米軍機：訓練空

域外を飛行中 

機種名：KC-767 

機種名：F-15 

保管廃棄施設・Ｌ 

コンクリート外壁 58℃ 

鋼製蓋 52℃ 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 58℃ 

自衛隊機又は

米軍機：基地－

訓練空域間往

復時 

機種名：F-15 

保管廃棄施設・Ｌ 

コンクリート外壁 165℃ 

鋼製蓋 69℃ 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 165℃ 

 

3-1-6 重畳事象を想定した火災影響評価 

 

3-1-6-1 評価方針 

  排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの周辺への航空機落下による火災及びその火災

による森林火災が、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響を及ぼさないことを評

価ガイドに従い、評価する。 

 

3-1-6-2 評価方法 

落下確率が 10-7（回／炉・年）以上となる面積の外周部にある森林に航空機が落下

し、その火災によって森林火災が発生する事象を想定する。 
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3-1-6-3 判断基準 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの表面温度が、コンクリートの許容温度

（200℃）又は鉄鋼の許容温度（350℃）を下回ること。なお、排水貯留ポンド及び保管

廃棄施設・Ｌの表面温度が、許容温度を上回る場合は、内部火災に至らないこと。 

 

3-1-6-4 評価条件 

(1) 落下する航空機の機種は、熱影響が最も大きい「F-15」とする。 

(2) 航空機落下に伴い火災となる森林は、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌへの熱影

響が大きい森林とする。 

(3) その他の条件は、3-1-3森林火災による影響評価及び 3-1-5航空機落下による火災の

影響評価において設定したものと同じとする。 

 

3-1-6-5 重畳事象による火災影響評価結果 

評価の結果、航空機落下による火災及びその火災による森林火災の重畳事象が発生し

ても、以下に示すとおり、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの健全性に影響を及ぼさ

ないことを確認した。 

評価結果を表 3-1-6-1に示す。 

 (1) 保管廃棄施設・Ｌのコンクリート外壁の表面温度は、453℃であり、コンクリートの

許容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度上昇であり、内部火災に至るおそれは

ない※。 

※：保管廃棄されている代表的な可燃物の発火点を以下に示す。 

   紙（約 290℃）、木材（約 250℃）、ポリエチレン（約 330℃） 

(2) 保管廃棄施設・Ｌの鋼製蓋の表面温度は、115℃であり、鉄鋼の許容温度（350℃）を

下回る。 

(3) 排水貯留ポンドのコンクリート外壁の表面温度は、426℃であり、コンクリートの許

容温度（200℃）を上回るが、表層のみの温度上昇であり、液体を貯留していることか

ら、内部火災に至るおそれはない。 
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表 3-1-6-1 想定される外部火災の重畳事象の評価結果 

※1：コンクリート外壁表面から 5mm内側の温度であり、表面温度と同様に１次元熱伝導方程式の一般解の式を用いて評価 

 

 

施設 評価対象 

航空機落下による火災 森林火災 重畳評価結果 

表面温度 

(℃) 

温度上昇分 表面温度 

(℃) 

温度上昇分 表面温度 

(℃) 

内表面温度※1 

(℃) ΔT(℃) ΔT(℃) 

保管廃棄施設・Ｌ 

コンクリート外壁 165 115 338 288 

453 

=(初期温度

50+115+288) 

194 

鋼製蓋 69 19 96 46 

115 

=(初期温度

50+19+46) 

－ 

排水貯留ポンド コンクリート外壁 165 115 311 261 

426 

=(初期温度

50+115+261) 

191 
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3-2-1 概要 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、想定される以下の竜巻に耐え得るよう設計する。 

・敷地及びその周辺（施設から半径 20km の範囲）における過去の記録を踏まえた影響が

最も大きい竜巻（藤田スケール F1、最大風速 49m/s）及びその随伴事象の発生を考慮

しても、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能を損なわない設計とする。 

ここでは、上記の設計条件を確認するため、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに対し

て、竜巻が発生した場合の影響評価を行った。 

評価に当たっては、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」[1]（以下「竜巻ガイド」とい

う。）に従い、竜巻及びその随伴事象に対する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響

評価を行った。竜巻に対する影響評価としては、竜巻の特性値を評価し、飛来物の選定を行

った上で、竜巻による飛来物が衝突した際の影響評価及び竜巻荷重に対する影響評価を行

った。 

なお、竜巻荷重に対する影響評価について、両施設が屋外に設ける地下ピット構造の施設

であり、地上部の受圧面積が小さく、気圧差による圧力も生じないことから、「竜巻の風圧

力による荷重」、「竜巻による気圧差による荷重」については、評価対象外とした。 

また、想定される竜巻随伴事象について、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響の

有無の検討を行った。 

 

3-2-2 結果 

竜巻が発生した場合の影響評価の結果、以下に示すとおり、竜巻による飛来物として空調

室外機を選定した場合、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼさ

ないこと、竜巻随伴事象が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響を及ぼさないことを

確認したことから、想定される竜巻が発生した場合でも、排水貯留ポンド及び保管廃棄施

設・Ｌの安全機能を損なわない。 

・竜巻ガイドに示された飛来物及び施設周辺の現地調査を踏まえて選定した飛来物につ

いて、浮上の有無を評価した結果、空調室外機、物置及びチェッカープレートが浮上す

ることを確認した。 

・竜巻による飛来物として空調室外機を選定した場合、飛来物が衝突した際の影響評価に

おいて、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに貫通が生じないことから、排水貯留ポ

ンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性が維持されることを確認した。また、竜巻荷重

に対する影響評価において、竜巻の複合荷重が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの

保有水平耐力を下回ることから、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性が

維持されることを確認した。 

・竜巻随伴事象については、想定される火災、溢水及び外部電源喪失について検討を行い、

いずれも排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能が維持されることを確認し

た。 

 評価の詳細を次節以降に示す。 
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なお、竜巻による飛来物として物置及びチェッカープレートを選定した場合、排水貯留ポ

ンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認したことから、以下の飛

来防止対策を講ずることとする。 

・排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性に影響を及ぼすことを確認した物置

及びチェッカープレートに対し、浮上しない重量の物置及びチェッカープレートに代

替する対策を講ずる。 

・対策を講ずるにあたっては、竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定し、浮上条件を考

慮した上で、浮上しない重量を設定する。 

 

3-2-3 竜巻の特性値の評価 

 

3-2-3-1 評価方針 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価を行うために、竜巻の特性値を評価する。

評価を行う竜巻としては、放射性廃棄物処理場が安全上重要な施設に該当する施設を有し

ないことから、「試験研究用等原子炉施設への新規制基準の審査を踏まえたグレーデッドア

プローチ対応について（平成 28 年 6月 15日原子力規制庁）」に示される「2.(3)竜巻」に従

い、敷地及びその周辺（施設から半径 20kmの範囲）における過去の記録を踏まえた影響が

最も大きい竜巻（藤田スケール F1、最大風速 49m/s）を設定する。 

 

3-2-3-2 評価方法 

竜巻ガイドに従い、竜巻の特性値を評価する。 

 

3-2-3-3 評価条件 

竜巻の風速場をランキン渦モデル[2]と仮定する。 

評価を行う竜巻は、敷地及びその周辺（施設から半径 20kmの範囲）における過去の記録

を踏まえた影響が最も大きい竜巻（藤田スケール F1）とし、その最大風速は、49m/sとする。 

 

3-2-3-4 評価計算 

竜巻の特性値は、竜巻ガイドに示されている以下の式を用いて求める。 

 

  移動速度：𝑉𝑉𝑇𝑇[m/s]   𝑉𝑉𝑇𝑇  =  0.15 ∙ 𝑉𝑉𝐷𝐷 

    最大接線風速：𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅[m/s]   𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅 =  𝑉𝑉𝐷𝐷 − 𝑉𝑉𝑇𝑇 

    最大接線風速半径：𝑅𝑅𝑅𝑅[m]   𝑅𝑅𝑅𝑅 =  30 

    最大気圧低下量：∆𝑃𝑃𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚[Pa]   ∆𝑃𝑃𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚 =  𝜌𝜌 ∙ 𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅2  

    最大気圧低下率：(𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ )𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚[Pa/s]   (𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ )𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚 = (𝑉𝑉𝑇𝑇 𝑅𝑅𝑅𝑅⁄ ) ∙ ∆𝑃𝑃𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚 

 

ここで、𝑉𝑉𝐷𝐷：最大風速（49[m/s]） 
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            𝜌𝜌：空気密度（1.22[kg/m3]） 

 

3-2-3-5 竜巻の特性値の評価結果 

竜巻の特性値の評価結果を表 3-2-3-1に示す。 

 

表 3-2-3-1 竜巻の特性値の評価結果 

最大風速 

𝑉𝑉𝐷𝐷[m/s] 
移動速度 

𝑉𝑉𝑇𝑇[m/s] 
最大接線風速 

𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅[m/s] 
最大気圧低下量 

∆𝑃𝑃𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚[Pa] 

最大気圧低下率 

(𝑑𝑑𝑑𝑑 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ )𝑅𝑅𝑚𝑚𝑚𝑚 

[Pa/s] 

49 7 42 2,152 503 

 

3-2-4 竜巻による飛来物の浮上の有無の評価 

 

3-2-4-1 評価方針 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価を行うための竜巻による飛来物を決定

するため、竜巻ガイドに示された飛来物及び施設周辺の現地調査を踏まえて選定した飛来

物について、浮上の有無を評価する。 

 

3-2-4-2 評価方法 

飛来物の浮上の有無の評価として、「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」

[3]を参考に、飛来物の空力パラメータを評価する。 

 

3-2-4-3 判断基準 

飛来物の空力パラメータが、飛来物の飛来高さが正となる条件[4]である 0.0116m2/kg以下

であれば、飛来物は浮上しないこととする。 

 

3-2-4-4 評価条件 

竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定する。 

飛来物として、竜巻ガイドに示された飛来物から、鋼製パイプ、鋼製材、コンクリート板、

コンテナ及びトラックを選定する。また、施設周辺の現地調査を踏まえて、自動車（ミニバ

ン）、空調室外機、自動販売機、物置、マンホール蓋、チェッカープレート、鉄板及び保管

廃棄施設・Ｌに設ける鋼製蓋を選定する。 

飛来物の空力パラメータは、飛来物の各面の抗力係数と面積の積の平均値から求める。飛

来物の抗力係数については、飛来物の形状を考慮し、2.0、1.2、0.7から適切な値を用いる

[3]。 

飛来物の飛来距離、飛来高さ及び最大水平速度は、竜巻による物体の浮上・飛来解析コー

ド TONBOS[5]から求める。また、最大鉛直速度は、竜巻ガイドに従い、最大水平速度の 2/3と
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する。 

 

3-2-4-5 評価計算 

飛来物の空力パラメータ及び飛来物の飛来高さが正となる条件を以下の式を用いて求め

る。 

 

  空力パラメータ：
𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴
𝑅𝑅

   
𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴
𝑅𝑅

= 0.33(𝐶𝐶𝐷𝐷1𝐴𝐴1+𝐶𝐶𝐷𝐷2𝐴𝐴2+𝐶𝐶𝐷𝐷3𝐴𝐴3)
𝑅𝑅

 

 

  飛来物の飛来高さが正となる条件：
𝐶𝐶𝐷𝐷𝐴𝐴
𝑅𝑅

≥ 2𝑔𝑔

𝜌𝜌4𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅3√5
�𝑉𝑉𝐷𝐷2+�

4𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅
3√5

�
2 

  ここで、𝐶𝐶𝐷𝐷：飛来物の抗力係数 

        塊状物体：𝐶𝐶𝐷𝐷1（2.0）、𝐶𝐶𝐷𝐷2（2.0）、𝐶𝐶𝐷𝐷3（2.0） 

               板状物体：𝐶𝐶𝐷𝐷1（2.0）、𝐶𝐶𝐷𝐷2（1.2）、𝐶𝐶𝐷𝐷3（1.2） 

               棒状物体：𝐶𝐶𝐷𝐷1（2.0）、𝐶𝐶𝐷𝐷2（0.7）、𝐶𝐶𝐷𝐷3（0.7） 

𝐴𝐴：飛来物の等価な面積[m2]      

      𝑚𝑚：飛来物の質量[kg] 

      𝐶𝐶𝐷𝐷1、𝐶𝐶𝐷𝐷2、𝐶𝐶𝐷𝐷3：飛来物の各面の抗力係数 

      𝐴𝐴1、𝐴𝐴2、𝐴𝐴3：飛来物の各面の面積[m2]  

𝑔𝑔：重力加速度（9.8[m/s2]） 

           𝜌𝜌：空気密度（1.22[kg/m3]） 

𝑉𝑉𝑅𝑅𝑅𝑅：最大接線風速（42[m/s]） 

𝑉𝑉𝐷𝐷：最大風速（49[m/s]） 

 

3-2-4-6 竜巻による飛来物の浮上の有無の評価結果 

竜巻による飛来物の浮上の有無の評価結果を表 3-2-4-1に示す。 

選定した飛来物のうち、空調室外機、物置及びチェッカープレートについては、空力パラ

メータが 0.0116m2/kgを上回ることから、浮上することを確認した。 

これより、竜巻による飛来物として、空調室外機、物置及びチェッカープレートについて

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価を行う。 
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表 3-2-4-1 竜巻による飛来物の浮上の有無の評価結果 

名称 
長さ 

[m] 

幅 

[m] 

厚さ又

は奥行 

[m] 

質量 

[kg] 

空力 

パラメータ 

[m2/kg] 

浮上の 

有無 

飛来距離 

[m] 

飛来高さ 

[m] 

最大水平 

速度 

[m/s] 

最大鉛直 

速度 

[m/s] 

鋼製パイプ 2.0 直径 0.05 8.4 0.0057 無 － － － － 

鋼製材 4.2 0.3 0.2 135 0.0039 無 － － － － 

コンクリート板 1.5 1.0 0.15 540 0.0022 無 － － － － 

コンテナ 2.4 2.6 6.0 2,300 0.0104 無 － － － － 

トラック 5.0 1.9 1.3 4,750 0.0026 無 － － － － 

自動車（ミニバン） 4.885 1.84 1.905 2,110 0.0069 無 － － － － 

空調室外機 0.8 0.3 0.6 30 0.0198 有 123 5.2 32 22 

自動販売機 2.1 0.8 1.2 330 0.0104 無 － － － － 

物置 4.6 2.3 2.5 1,000 0.0184 有 109 3.1 32 22 

マンホール蓋 0.97 0.97 0.04 90 0.0073 無 － － － － 

チェッカープレート 1.9 1.9 0.005 140 0.0171 有 86 1.6 31 21 

鉄板 6.1 1.53 0.03 2,200 0.0029 無 － － － － 

鋼製蓋 

（保管廃棄施設・Ｌ） 
8.8 4.3 0.65 3,000 0.0095 無 － － － － 
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3-2-5 竜巻による飛来物が衝突した際の影響評価 

 

3-2-5-1 評価方針 

竜巻による飛来物が衝突した際の影響評価として、選定した飛来物（空調室外機、物置及

びチェッカープレート）について、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌへの貫通及び裏面

剥離の有無を評価する。 

 

3-2-5-2 評価方法 

飛来物のコンクリート貫通厚さ及び裏面剥離厚さと排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・

Ｌのコンクリート厚さの比較を行うとともに、飛来物の鋼板貫通厚さと保管廃棄施設・Ｌの

鋼板厚さの比較を行う。なお、鋼板については、貫通のみを評価する。 

 

3-2-5-3 判断基準 

飛来物のコンクリート貫通厚さ又は裏面剥離厚さが、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・

Ｌのコンクリート厚さを下回る場合には、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに貫通又は

裏面剥離が生じず、構造健全性が維持されることとする。また、飛来物の鋼板貫通厚さが、

保管廃棄施設・Ｌの鋼板厚さを下回る場合には、保管廃棄施設・Ｌに貫通が生じず、構造健

全性が維持されることとする。 

 

3-2-5-4 評価条件 

竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定する。 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの側面のコンクリート厚さについては、当該施設の

構築物の側面について、コンクリートが最も薄くなる位置の厚さを用いる。また、保管廃棄

施設・Ｌの鋼板厚さについては、鋼板が最も薄くなる位置の厚さを用いる。 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート強度は、20.6N/mm2とする。 

 

3-2-5-5 評価計算 

(1) コンクリート貫通厚さ 

    飛来物のコンクリート貫通厚さは、Degen式[6]を用いて求める。また、貫通厚さを求

める際に使用する貫入深さは、修正 NDRC 式[7]を用いて求める。 

 

貫通厚さ：𝑑𝑑𝑝𝑝[in]   𝑑𝑑𝑝𝑝 = 𝛼𝛼𝑝𝑝𝐷𝐷 �2.2 � 𝑚𝑚𝑐𝑐
𝛼𝛼𝑐𝑐𝐷𝐷

�－0.3 � 𝑚𝑚𝑐𝑐
𝛼𝛼𝑐𝑐𝐷𝐷

�
2
� 

 

貫入深さ：𝑥𝑥𝑐𝑐[in]   𝑥𝑥𝑐𝑐 = 𝛼𝛼𝑐𝑐�4𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾𝐾𝐷𝐷 � 𝑉𝑉
1000𝐷𝐷

�
1.8
 

 

ここで、𝛼𝛼𝑝𝑝：飛来物低減係数（チェッカープレート：1.0、物置及び空調室外機：0.6[8]） 
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         𝐷𝐷：飛来物直径[in] 

      𝛼𝛼𝑐𝑐：飛来物低減係数（1.0） 

      𝐾𝐾：180�𝐹𝐹𝑐𝑐 

     𝐹𝐹𝑐𝑐：コンクリート強度[psi] 

            𝐾𝐾：重量[lb] 

 𝐾𝐾：形状係数（チェッカープレート：1.14[9]、物置及び空調室外機：0.72[8]） 

  𝑉𝑉：衝突速度[ft/s] 

 

(2) コンクリート裏面剥離厚さ 

    飛来物のコンクリート裏面剥離厚さは、Chang式[10]を用いて求める。 

 

裏面剥離厚さ：𝑑𝑑𝑠𝑠[ft]   𝑑𝑑𝑠𝑠 = 1.84𝛼𝛼𝑠𝑠 × �𝑉𝑉0
𝑉𝑉
�
0.13 (𝑀𝑀𝑉𝑉2)0.4

(𝐷𝐷 12⁄ )0.2(144𝑓𝑓𝑐𝑐)0.4 

 

ここで、𝛼𝛼𝑠𝑠：飛来物低減係数（チェッカープレート：1.0、物置及び空調室外機：0.55[8]） 

         𝑉𝑉0：基準速度（200[ft/s]） 

         𝑉𝑉：衝突速度[ft/s] 

  𝑀𝑀：質量[lb/(ft/s2)]   

   𝐷𝐷：飛来物直径[in] 

   𝑓𝑓𝑐𝑐：コンクリート強度[psi] 

 

 (3) 鋼板貫通厚さ 

   飛来物の鋼板貫通厚さは、BRL式[11]を用いて求める。 

 

貫通厚さ：𝑇𝑇[in]   𝑇𝑇3 2⁄ = 0.5𝑀𝑀𝑉𝑉2

17400𝐾𝐾2𝐷𝐷3 2⁄  

 

ここで、𝑀𝑀：飛来物質量[lb・s2/ft]   

         𝑉𝑉：飛来物速度[ft/s] 

   𝐷𝐷：飛来物直径[in] 

   𝐾𝐾：鋼板の材質に関する係数（≒1） 

 

3-2-5-6 竜巻による飛来物が衝突した際の影響評価結果 

飛来物が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに衝突した際の影響評価結果を表 3-2-5-

1～表 3-2-5-6に示す。飛来物として空調室外機を選定した場合、コンクリート貫通厚さ及

び裏面剥離厚さが排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート厚さを下回り、鋼板

貫通厚さが、保管廃棄施設・Ｌの鋼板厚さを下回ることから、排水貯留ポンド及び保管廃棄

施設・Ｌに貫通及び裏面剥離が生じず、構造健全性が維持されることを確認した。 

飛来物として物置及びチェッカープレートを選定した場合、コンクリート貫通厚さが排
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水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌのコンクリート厚さを下回るものの、コンクリート裏面

剥離厚さが、施設のコンクリート厚さを上回ること、並びに鋼板貫通厚さが、保管廃棄施設・

Ｌの鋼板厚さを上回ることから、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに貫通及び裏面剥離

が生じることを確認した。 

以上のことから、物置及びチェッカープレートについては、飛来防止対策を講ずることと

する。 

 

表 3-2-5-1 飛来物（空調室外機）が衝突した際の影響評価結果（鋼板） 

施設 
鋼板厚さ 

[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

評価結果 

貫通 

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.1 無 

 

表 3-2-5-2 飛来物（物置）が衝突した際の影響評価結果（鋼板） 

施設 
鋼板厚さ 

[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

評価結果 

貫通 

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.2 無 

 

表 3-2-5-3 飛来物（チェッカープレート）が衝突した際の影響評価結果（鋼板） 

施設 
鋼板厚さ 

[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

評価結果 

貫通 

保管廃棄施設・Ｌ 上面 0.4 0.7 有 

 

表 3-2-5-4 飛来物（空調室外機）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート） 

施設 
コンクリート 

厚さ[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

裏面剥離

厚さ[cm] 

評価結果 

貫通 
裏面

剥離 

保管廃棄施設・Ｌ 側面 25～30 4 10 無 無 

排水貯留ポンド 側面 25 4 10 無 無 

 

表 3-2-5-5 飛来物（物置）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート） 

施設 
コンクリート 

厚さ[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

裏面剥離

厚さ[cm] 

評価結果 

貫通 
裏面

剥離 

保管廃棄施設・Ｌ 側面 25～30 10 28 無 
一部※

有 

排水貯留ポンド 側面 25 10 28 無 有 

※：保管廃棄施設・Ｌは、コンクリート厚さが 25㎝のピットと 30cmのピットがあり、コ

ンクリート厚さが 25 ㎝のピットについて裏面剥離が生じる。 
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表 3-2-5-6 飛来物（チェッカープレート）が衝突した際の影響評価結果（コンクリート） 

施設 
コンクリート 

厚さ[cm] 

貫通厚さ 

[cm] 

裏面剥離

厚さ[cm] 

評価結果 

貫通 
裏面

剥離 

保管廃棄施設・Ｌ 側面 25～30 23 42 無 有 

排水貯留ポンド 側面 25 23 42 無 有 

 

3-2-6 竜巻荷重の影響評価 

 

3-2-6-1 評価方針 

竜巻荷重の影響評価として、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに作用する荷重につい

て、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌへの影響を評価する。 

 

3-2-6-2 評価方法 

竜巻荷重に対する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響については、竜巻ガイドに

従い、竜巻の複合荷重（竜巻の風圧力による荷重、竜巻による気圧差による荷重及び飛来物

による衝撃荷重の複合荷重）と排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの保有水平耐力の比較

を行う。なお、両施設が屋外に設ける地下ピット構造の施設であり、地上部の受圧面積が小

さく、気圧差による圧力も生じないことから、「竜巻の風圧力による荷重」、「竜巻による気

圧差による荷重」については、評価対象外とする。 

 

3-2-6-3 判断基準 

竜巻の複合荷重が排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの保有水平耐力を下回る場合に

は、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの構造健全性が維持されることとする。 

 

3-2-6-4 評価条件 

竜巻の風速場をランキン渦モデルと仮定する。 

選定した飛来物のうち、物置及びチェッカープレートについては、竜巻による飛来物が衝

突した際の影響評価において、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに貫通及び裏面剥離が

生じることが既に確認されたことから、ここでは、空調室外機について評価を行う。 

 

3-2-6-5 評価計算 

(1) 竜巻の複合荷重 

竜巻の複合荷重は、荷重を組み合わせ、竜巻ガイドに示されている以下の式を用いて

求める。 

 

複合荷重：𝐾𝐾𝑇𝑇1[kN]   𝐾𝐾𝑇𝑇1 =  𝐾𝐾𝑃𝑃 

複合荷重：𝐾𝐾𝑇𝑇2[kN]   𝐾𝐾𝑇𝑇2 =  𝐾𝐾𝑤𝑤 + 0.5 ∙ 𝐾𝐾𝑃𝑃 + 𝐾𝐾𝑀𝑀 
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ここで、𝐾𝐾𝑃𝑃：竜巻による気圧差による荷重[kN] 

            𝐾𝐾𝑊𝑊：竜巻の風圧力による荷重[kN]     

        𝐾𝐾𝑀𝑀：飛来物による衝撃荷重[kN] 

 

(2) 竜巻による気圧差による荷重 

  排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、屋外に設ける地下ピット構造の施設であり、

気圧差による圧力は生じないことから、評価対象外とする。 

 

(3) 竜巻の風圧力による荷重 

排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌは、屋外に設ける地下ピット構造の施設であり、

地上部の受圧面積が小さいことから風圧力は、評価対象外とする。 

 

(4) 飛来物による衝撃荷重 

     飛来物による衝撃荷重は、衝突前の運動量が力積に等しいと仮定して、以下の式を

用いて求める。 

 

飛来物による衝撃荷重：𝐾𝐾𝑀𝑀[N]   𝐾𝐾𝑀𝑀 = 𝑅𝑅𝑉𝑉
∆𝑡𝑡

= 𝑅𝑅𝑉𝑉2

𝐿𝐿
 

 

ここで、∆𝑑𝑑：飛来物の衝突時間[s]      

       𝑚𝑚：飛来物の質量[kg] 

 𝑉𝑉：衝突速度[m/s] 

              𝐿𝐿：飛来物の最も短い辺の全長[m] 

 

3-2-6-6 竜巻荷重の影響評価結果 

 

(1) 竜巻荷重に対する施設の影響評価 

竜巻荷重に対する排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価結果を表 3-2-6-

1に示す。排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌについて、いずれの荷重方向において

も竜巻の複合荷重が施設の保有水平耐力を下回ることから、排水貯留ポンド及び保管

廃棄施設・Ｌの構造健全性が維持されることを確認した。 
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表 3-2-6-1 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの影響評価結果 

施設 面 

受圧 

面積 
𝐴𝐴 

[m2] 

風圧力に 

よる荷重 
𝐾𝐾𝑤𝑤 
[kN] 

気圧差に 

よる荷重 
𝐾𝐾𝑃𝑃 
[kN] 

飛来物の 

衝撃荷重 
𝐾𝐾𝑀𝑀 
[kN] 

複合 

荷重１ 
𝐾𝐾𝑇𝑇1 
[kN] 

複合 

荷重２ 
𝐾𝐾𝑇𝑇2 
[kN] 

保有 

水平耐力 
𝑄𝑄𝑢𝑢 
[kN] 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 1）※ 

東西 12.4 － － 103 － 103 22,424 

南北 8.8 － － 103 － 103 27,020 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 2、6）※ 

東西 12.9 － － 103 － 103 28,122 

南北 8.8 － － 103 － 103 30,347 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 7）※ 

東西 10.8 － － 103 － 103 29,773 

南北 8.8 － － 103 － 103 37,442 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 3）※ 

東西 12.9 － － 103 － 103 37,496 

南北 8.8 － － 103 － 103 40,462 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 8）※ 

東西 13.0 － － 103 － 103 37,863 

南北 8.8 － － 103 － 103 43,483 

保管廃棄施設・Ｌ 

（ブロック 4、5）※ 

東西 19.5 － － 103 － 103 96,450 

南北 8.8 － － 103 － 103 71,086 

排水貯留ポンド 
東西 15.0 － － 103 － 103 50,279 

南北 8.5 － － 103 － 103 29,398 

※：保管廃棄施設・Ｌの各ブロックの配置は、図 3-2-6-1参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-6-1 排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌ配置図 
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3-2-7 竜巻随伴事象の検討 

竜巻随伴事象として、想定される火災、溢水及び外部電源喪失について検討を行った。 

(1) 火災 

原子力科学研究所の敷地周辺には、石油コンビナート等特別防災区域はない。また、

原子力科学研究所の敷地内においては、放射性廃棄物処理場の周辺に大規模な危険物

タンクを設けていないことから、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌに影響はない。 

(2) 溢水 

放射性廃棄物処理場には、屋外給水タンクを設けている施設があるが、竜巻により倒

壊し、水の流出があったとしても排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌ内部への影響は

ない。 

(3) 外部電源喪失 

竜巻により、送電網等が損傷して外部電源喪失に至った場合においても、安全施設で

ある通信連絡設備については、代替手段等により対応することが可能である。 

 

以上のことから、竜巻随伴事象として、火災、溢水及び外部電源喪失に至った場合におい

ても、排水貯留ポンド及び保管廃棄施設・Ｌの安全機能が維持される。 
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